
２ 生活保護の現状及び動向 

調査の結果 説明図表番号 
(1) 生活保護に関する主要指標とその動き 

【保護費、被保護世帯数等】 

ア  保護費 

保護費は、平成 24 年度で約 3.6 兆円と 14 年度（約 2.2 兆円）の

1.6 倍以上に増加している。これを扶助費別にみると、保護費全体の

約半分が医療扶助費となっており、生活扶助費と住宅扶助費を合わ

せたこれら３扶助費で約 97％を占めている。 

これら３扶助費の保護費全体に占める割合を平成 14 年度と 24 年

度とで比較すると、医療扶助費が低下（14 年度 52.4％→24 年度

46.5％）し、住宅扶助費は増加（14 年度 11.4％→24 年度 15.7％）

しており、生活扶助費は横ばい（14 年度 34.3％→24 年度 34.6％）

となっている。 

保護費が増加している要因の一つである被保護人員数について

は、平成 23年度に約 202.5万人と 14年度（約 119.0万人）の約 1.7

倍になっている。これを扶助別にみると、平成 23年度では、生活扶

助費の受給者が最大で 187 万人、次いで住宅扶助費の受給者が 174

万人となっている。 

また、被保護人員１人当たりの保護費をみると、平成 23 年度では、

医療扶助費が最大で約 99 万円、次いで生活扶助費が約 65 万円とな

っている。これを平成 14年度から 23 年度までの間の推移でみると、

医療扶助費と生活扶助費は減少（医療扶助費：14 年度約 116 万円→

23 年度約 99 万円、生活扶助費：14 年度約 69 万円→23 年度約 65 万

円）し、住宅扶助費は上昇（14 年度約 26万円→23 年度約 31万円）

している。 

イ  被保護世帯数   

保護費の増加要因の一つである被保護世帯数の増加構造について

みると、次のような状況がみられた。 

  (ｱ) 全体傾向 

被保護世帯数（１か月平均。以下、本項目(ｱ）について同じ。）

は、平成 23年度 149.2万世帯で 14年度（約 87.0万世帯）の約 1.7

倍に増加しており、世帯類型別にみると、「高齢者世帯」が最大で

約 63.6万世帯、次いで「障害者・傷病者世帯」が約 48.9万世帯と

なっている。また、平成 14年度から 23年度までの間の被保護世帯

数の推移を世帯類型別にみると、「その他の世帯」は、被保護世帯

数が、14 年度の 7.2 万世帯から 23 年度の 25.4 万世帯と 3.5 倍以

上に増加しており、特に、20 年のリーマン・ショック以降は、保
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護の開始世帯数が廃止世帯数を大きく上回り、21 年度には、保護

の開始世帯数（9,082 世帯）が廃止世帯数（2,568 世帯）の約 3.5

倍にまで拡大している。平成 23年度時点においては、その差は縮

小しているが、リーマン・ショック以前の水準のいまだ２倍程度あ

る。 

また、「高齢者世帯」については、約 1.6倍に増加している。 

(ｲ) 単身世帯数 

被保護世帯における単身世帯数は、平成 23年度で約 113.0万世

帯と全被保護世帯の 75.7％を占めており、これを世帯類型別（母

子世帯を除く。）でみると、「高齢者世帯」が約 57.0万世帯（89.6％）

と最も多くなっている。 

また、被保護世帯に占める単身世帯数の割合の推移を平成 14年

度から 23年度までの間でみると、「その他の世帯」の増加率が最も

高く、23年度で 66.8％と 20ポイント近く増加している。 

(ｳ) 就労世帯数 

    被保護世帯のうち就労者がいる世帯数の割合は、平成 23年度で

は、全体で 13.5％となっており、世帯類型別にみると、「母子世帯」

や「その他の世帯」が、それぞれ約 43.1％、約 29.7％と高い。 

   これを平成 14年度から 23年度までの間の推移でみると、「その

他の世帯」は、23 年度までに約 16.0 ポイント減少し、特に 20 年

のリーマン・ショック以降の減少が顕著なものとなっている。 

 また、「その他の世帯」（単身世帯）における就労者のいない世帯

数の割合は、平成 23年度で約 76.4％と、14年度から 20ポイント

以上増加している。 

(ｴ) 受給期間別世帯数 

 保護の受給期間別の被保護世帯数について平成 23 年度時点での

受給期間でみると、５年以上の世帯が全体の約半数に及んでいる。

これについて、平成 14年度から 23 年度までの間の推移をみると、

受給期間５年以上 15年未満の長期受給世帯が２倍以上に増加して

いる。 

    また、平成 23年度について、保護の受給期間別に、被保護世帯

数の構成比と保護廃止世帯数の構成比を比較すると、受給期間が

１年を超える階層では、被保護世帯数の構成比が保護廃止世帯数

の構成比を上回り保護廃止に至る率が低下する傾向がみられる。 

(ｵ) 級地別世帯数 

保護費の支給水準は、市町村域単位で設定されている級地によっ

て異なっており、市町村合併した場合における合併後の市町村の級

地は、合併に加わった市町村のうち最も支給水準が高い級地に設定
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される。 

このため、平成 12年度の「生活保護級地区分表」（以下「区分表」

という。）において級地ごとに記載されていた市町村域が、25 年度

の区分表において、どの級地に区分されているのかを便宜整理して

みると、12 年度の区分表にあった 801 市町村域が、25 年度の区分

表では、より高い級地に繰り上がっている。 

これら級地ごとの管内人口・世帯数をみると、支給水準が最も高

い「１級地の１」が最大となっており、これを平成 14年度から 24

年度までの間の推移でみると、支給水準が最も低い「３級地の２」

だけが減少している。 

また、級地別被保護世帯数をみると、平成 23年度では、約６割

の被保護世帯が１級地に所在している。 

    保護費の支給水準が最も高い「１級地の１」における世帯類型

別についてみると、平成 23年度で、「高齢者世帯」が約 26.2万世

帯、全体の約 43.8％と最も多く、これを 14 年度から 23 年度まで

の間の推移でみると、特に「その他の世帯」の増加が顕著で、14

年度の約 2.3 万世帯から 23 年度は約 4.7 倍の約 10.9 万世帯に増

加している。  

ウ 外国人世帯 

  外国人登録者のうち生活保護の対象は、永住者、日本人の配偶者

等、永住者の配偶者等、定住者、特別永住者及び認定難民とされて

いる。 

これらの在留資格を保有する外国人登録者数は、平成 24年度で約

135.6 万人となっており、リーマン・ショックがあった 20 年度以降

減少傾向にある。 

他方、生活保護を受給する被保護外国人世帯数は、平成 23年度で

約 4.3 万世帯あり、14年度から 23年度までの間の推移をみると、逆

に増加傾向にあり、特にリーマン・ショックがあった 20年度以降そ

の傾向が顕著になっている。 

また、平成 23 年度の被保護外国人の保護率について、外務省が「人

種差別撤廃条約」の政府報告の中で算定しているように、世帯主が

外国人である生活保護世帯に属する人員数を全外国人登録者数で除

して算出すると、その保護率は約 35.1‰となるが、世帯主が外国人

である生活保護世帯に属する人員数を生活保護対象の在留資格を保

有する外国人登録者数で除して算定すると、その保護率は約 53.4‰

と、日本人も含めた被保護者全体の保護率 16.2‰の約 3.3 倍の水準

となる。 

生活保護を受給する外国人の状況を国籍別にみると、世帯類型で
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最も多いのは、「韓国・朝鮮」の国籍保有者では「高齢者世帯」、「中

国」の国籍保有者では「傷病者世帯」、「フィリピン」の国籍保有者

では「母子世帯」、「ブラジル」の国籍保有者では「その他の世帯」

であるなど、国籍によって特色がある。 

【不正受給件数】 

エ 不正受給事案の発生状況 

   いわゆる「不正受給」とは、不実の申請その他不正な手段により

保護を受け、又は他人をして受けさせることであり、生活保護法第

78 条が適用されたものをいう。  

    ① 厚生労働省は、「生活保護法施行事務監査の実施結果報告につい

て」（平成 12年 10月 25日付け社援監第 19 号厚生省社会・援護局

監査指導課長通知）において都道府県及び指定都市（以下「都道

府県等」という。）から提出を求めている資料（以下、この資料を

「監査実施結果報告書」という。）に基づき、不正受給に関する情

報を集計・分析している。 
その主な内容をみると、平成 23 年度は、不正受給件数が３万

5,568 件と 14年度（8,204件）の約 4.3倍に増加し、不正受給金額

は、173億 1,299万円と 14年度（53億 6,065万円）の約 3.2倍に

増加しており、不正受給１件当たりの不正受給金額については、約

49 万円と 14年度（約 65万円）と比べ減少している。 

   また、発見の契機については、「照会・調査」が最も多く、不正

の内容については、「稼働収入の無申告」が最も多いものとなって

いる。 

 ② また、今回、当省で、監査実施結果報告書、「被保護者調査」（平

成 23年度以前は「福祉行政報告例」又は「被保護者全国一斉調査」）

及び「厚生労働省による都道府県・指定都市に対する生活保護法

施行事務監査にかかる資料の提出について」（平成 12 年 10 月 25

日付け社援監第 18号厚生省社会・援護局監査指導課長通知）に基

づく生活保護法施行事務監査資料を基に、調査対象とした 102 福

祉事務所について、不正受給に関する分析を行った結果、次のよ

うな状況がみられた。 

  （平成 24年度の不正受給事案の状況） 

ⅰ）不正受給金額が 30万円未満の不正受給事案が約６割を占めて

いる。 

ⅱ）不正の内容が「稼働収入の無申告」、「稼働収入の過小申告」及

び「各種年金及び福祉各法に基づく給付の無申告」の事案におけ

る発見の契機は、課税調査により発見されたものが多く、「重複

受給」については、関係機関からの通報・照会により発見された
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ものが多い。 

ⅲ）世帯類型別の不正事案の発生率は、「母子世帯」が 5.5％、「そ

の他の世帯」が 5.1％で、比較的就労阻害要因が少ない世帯での

発生率が高い。 

また、世帯主が就労指導の対象とならないとみられる「高齢者

世帯」、「障害者世帯」、「傷病者世帯」でも、「稼働収入の無申告」

による不正受給が一定割合（当該世帯類型に係る不正受給件数の

２割から５割）で発生している。 

ⅳ）年齢階層別の不正受給事案の発生率をみると、20歳以上 50歳

未満では３％程度、「80歳以上」が 0.5％と年齢階層による一定

の差がみられ、不正内容については、60 歳未満の年齢層は「稼

働収入の無申告」が半数以上を占め、60 歳以上の年齢層につい

ては「各種年金及び福祉各法に基づく給付の無申告」が 40％以

上で最も多い。 

ⅴ）保護開始から不正受給期間の始期までの期間別の不正受給件数

は、「１年未満」で発生する事案が全不正受給件数の約３割と最

も多く、保護開始からの期間が長い程不正受給事案が少なくなっ

ている。 

また、この「１年未満」の事案のうち、約１割のものが保護開

始時から不正受給の状態となっている。 

 オ 意識調査結果 

   今回、102福祉事務所の現業員 757人に対して、不正受給対策等に

ついて意識調査を実施した結果、現在実施されている不正受給対策

が「十分ではない」と答えた者が６割以上であり、重複受給事案の

チェックや世帯員や資産・収入の確認が十分できていないとの意見

が聴かれた。 
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表２－(1)－ア－① 生活保護費の推移 
（ポイント） 
平成 14 年度から 24 年度までの生活保護における保護費の推移をみると、14 年度が２兆 2,181 億円であ

るのに対し、24 年度は３兆 6,028 億円と 1.6 倍以上に増加しており、特に、20 年のリーマン・ショック以
降の増加の伸びが顕著となっている。 
保護費を扶助費別にみると、医療扶助費が最も多く、平成24年度で１兆6,759億円（保護費全体の46.5％）

となっている。次いで、生活扶助費（平成 24 年度１兆 2,458 億円（保護費全体の 34.6％））、住宅扶助費（平
成 24 年度 5,651 億円（保護費全体の 15.7％））の順で多く、これら３扶助費で保護費全体の約 97％を占め
ている（表２－(1)－ア－①、②を参照）。 

 

 
（注）厚生労働省「生活保護費負担金事業実績報告」による。 
 

表２－(1)－ア－② 扶助費別構成比の推移 
（ポイント） 
保護費を扶助費別にみると、医療扶助費が最も多く、平成24年度で１兆6,759億円（保護費全体の46.5％）

となっている。次いで、生活扶助費（平成 24 年度１兆 2,458 億円（保護費全体の 34.6％））、住宅扶助費（平
成 24 年度 5,651 億円（保護費全体の 15.7％））の順で多く、これら３扶助費で扶助費全体の約 97％を占め
ている（表２－(1)－ア－①、②を参照）。 
医療扶助費及び生活扶助費、住宅扶助費の３扶助費について、平成 14 年度と 24 年度の構成比を比較する

と、医療扶助費は 14 年度に 52.4％であったが 24 年度は 46.5％に減少し、他方、住宅扶助費は 14 年度に
11.4％であったが24年度は15.7％に増加しており、生活扶助費については、ほぼ横ばい(平成14年度34.3％、
24 年度 34.6％)となっている。 

 

 

（注）厚生労働省「生活保護費負担金事業実績報告」による。 
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表２－(1)－ア－③ 世帯類型別被保護人員数の推移 
（ポイント） 

ⅰ) 扶助費が増加している要因の一つとして、これらの扶助費を受給する被保護人員数の増加が挙げられ

るが、その状況についてみると、被保護人員については、平成 23 年度に約 202.5 万人と、14 年度（118.9

万人）の約 1.7 倍になっている。 

ⅱ) 被保護世帯数・被保護人員数について平成 14 年度から 23 年度までの推移をみると、１か月平均の世

帯数は約 86.9 万世帯が約 149.2 万世帯と、人員数は約 118.9 万人が約 202.5 万人と、共に約 1.7 倍に

増加しており、扶助費と同様、20 年のリーマン・ショック以降の増加が顕著となっている（表２－(1)

－ア－③、表２－(1)－イ－①を参照）。 

ⅲ)「高齢者世帯」について平成 14 年度から 23 年度までの増加状況についてみると、「その他の世帯」に

次いで増加率が高く、世帯数（40.3 万世帯→63.6 万世帯）、人員数（44.6 万人→70.8 万人）共に約 1.6

倍に増加している（表２－(1)－ア－③、表２－(1)－イ－①を参照）。 

 

 
（注）１ 厚生労働省「被保護者全国一斉調査」による。 

２ 世帯類型別被保護者数は各年度７月 31 日現在のものである。 
 

表２－(1)－ア－④ 保護の種類別被保護人員数の推移 
（ポイント） 

被保護人員を扶助費別でみると、生活扶助費が最も多く、平成 23 年度で 187 万人となっている。次いで、

住宅扶助費（平成 23 年度 174 万人）、医療扶助費（23 年度 166 万人）の順で多く、扶助費額が最も多かっ

た医療扶助費の被保護人員が最も少ないものとなっている（表２－(1)－ア－①、④を参照）。 
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（注）１ 厚生労働省「福祉行政報告例」による。 
２ 被保護人員数は現に保護を受けた人員の 1 か月平均である。また、扶助費別被保護人員は重複計

上がある。 

 

表２－(1)－ア－⑤ 被保護人員１人当たり保護費の推移 
（ポイント） 

医療扶助費及び生活扶助費、住宅扶助費の３扶助費について被保護人員１人当たりの扶助費の額は、医療

扶助費が最も多く、平成 23 年度で 99.2 万円となっており、次いで、生活扶助費（23 年度 64.6 万円）、住

宅扶助費（23 年度 30.9 万円）の順で多くなっている。また、被保護人員１人当たりの扶助費の額の推移を

みると、医療扶助費は平成 14 年度に 115.9 万円であったが 23 年度は 99.2 万円に、生活扶助費は 14 年度に

68.8 万円であったが 23 年度は 64.6 万円に減少し、他方、住宅扶助費は 14 年度に 25.9 万円であったが 23

年度は 30.9 万円と増加している。 

 

 

（注） 表２－(１)－ア－①生活保護費及び④被保護人員を基に当省が算出した。 
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表２－(1)－イ－① 被保護世帯数の推移 
（ポイント） 

被保護世帯数・被保護人員数について平成 14 年度から 23 年度までの間の推移をみると、１か月平均の世

帯数は約 86.9 万世帯が約 149.2 万世帯と、人員数は約 118.9 万人が約 202.5 万人と、共に約 1.7 倍に増加

しており、扶助費と同様、20 年のリーマン・ショック以降の増加が顕著となっている（表２－(1)－ア－③、

表２－(1)－イ－①を参照）。 

１か月平均の被保護世帯数を世帯類型別にみると、「高齢者世帯」の世帯数が最も多く、平成 23 年度で約

63.6万世帯（全世帯の 42.6％）、次いで「障害傷病者世帯」（平成 23年度で約 48.9万世帯（全世帯の 32.8％））、

「その他の世帯」（平成 23 年度で約 25.4 万世帯（全世帯の 17.0％））の順で多い。 

「高齢者世帯」について平成 14 年度から 23 年度までの増加状況についてみると、「その他の世帯」に次

いで増加率が高く、世帯数（40.3 万世帯→63.6 万世帯）、人員数（44.6 万人→70.8 万人）共に約 1.6 倍に

増加している（表２－(1)－ア－③、表２－(1)－イ－①を参照）。 

 

 

 

（注）１か月平均の世帯数は厚生労働省「福祉行政報告例」による。 
 

表２－(1)－イ－② 被保護世帯における保護開始世帯数と保護廃止世帯数の推移 
（ポイント） 

保護開始世帯数の増加構造についてみると、リーマン・ショック以前においては、毎年度、保護の開始世

帯数が廃止世帯数を上回ってはいたものの、その差は最大でも 6,500 世帯程度（平成 15 年度）であった。 

しかし、リーマン・ショック以降は、その差が拡大し、平成 21 年度においては、保護開始世帯数（２万

5,227 世帯）と保護廃止世帯数（１万 1,641 世帯）との差が約１万 3,000 世帯となり、保護開始世帯数が保

護廃止世帯数の２倍以上にまで拡大している。 

平成 23 年度時点においては、保護開始世帯数の減少と保護廃止世帯数の増加により、その差は、約 6,700

世帯（保護開始世帯数２万 521 世帯、保護廃止世帯数１万 3,841 世帯）に縮小しているが、リーマン・ショ

ック以前の差の最大値と同水準にある。 

869,637 

全世帯1,492,396

402,835 

高齢者世帯636,469 

母子世帯 113,323 

319,302 

障害傷病者世帯488,864 

72,403 
75,097

その他の世帯

253,740 

0

500000

1000000

1500000

2000000

H14 H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23

全世帯 高齢者世帯 母子世帯 障害傷病者世帯 その他世帯

（世帯）

26



 

（注） 保護開始世帯数及び保護廃止世帯数は、厚生労働省「福祉行政報告例」による。増減数は同資料を

基に当省が算出した。 
 

表２－(1)－イ－③ 被保護世帯数の世帯類型別構成比の推移 
（ポイント） 

１か月平均の被保護世帯数を世帯類型別にみると、「高齢者世帯」の世帯数が最も多く、平成 23 年度で約

63.6 万世帯（全世帯の 42.6％）、次いで「障害者・傷病者世帯」（23 年度で約 48.9 万世帯（全世帯の 32.8％））、

「その他の世帯」（23 年度で約 25.4 万世帯（全世帯の 17.0％））の順で多い（表２－(1)－イ－①を参照）。 

平成 14 年度から 23 年度までの間の増加状況についてみると、「その他の世帯」については、世帯数で約

4.3 倍（約 6.3 万世帯→約 27.1 万世帯）、人員数で約 3.4 倍（約 12.7 万人→約 42.8 万人）と最も増加して

おり、特に 20 年のリーマン・ショック以降の増加が顕著となっている（表２－(1)－イ－④を参照）。 

このため、「その他の世帯」の全被保護世帯数に占める構成比も、平成 14 年度に 8.3％であったものが、

23 年度には、17.0％と２倍以上に増えている。 

 

 

 
（注）１ 厚生労働省「福祉行政報告例」による。 
   ２ 被保護世帯数は現に保護を受けた世帯の月平均世帯数である。 
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表２－(1)－イ－④ 「その他の世帯」の世帯数の推移 

（ポイント） 

平成 14 年度から 23 年度までの間の増加状況についてみると、「その他の世帯」については、世帯数で約

4.3 倍（約 6.3 万世帯→約 27.1 万世帯）、人員数で約 3.4 倍（約 12.7 万人→約 42.8 万人）と最も増加して

おり、特に 20 年のリーマン・ショック以降の増加が顕著となっている。 

このため、「その他の世帯」の全被保護世帯数に占める構成比も、平成 14 年度に 8.3％であったものが、

23 年度には、17.0％と２倍以上に増えている（表２－(1)－イ－③を参照）。 

 
―

 
（注）１ 「被保護世帯数」は世帯類型が「その他の世帯」に属する世帯数、「単身世帯数」は世帯類型が

「その他の世帯」のうち世帯人員が１人の世帯数、「被保護人員数」は、世帯類型が「その他の世
帯」に属する被保護人員数である。 

２ 被保護世帯数、単身世帯数及び被保護人員数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」による。 
３ 各年度７月 31 日現在のものである。 

 

表２－(1)－イ－⑤ 「その他の世帯」における保護開始世帯数と保護廃止世帯数の推移 
（ポイント） 

増加が顕著な「その他の世帯」における世帯数の増加構造について、平成 14 年度から 23 年度までの間の

推移でみると、リーマン・ショック以前においては、毎年度、保護の開始世帯数が廃止世帯数を上回っては

いたものの、その差は 1,000 世帯前後で推移していた。 

しかし、リーマン・ショック以降は、その差が拡大し、平成 21 年度においては、保護開始世帯数（9,082

世帯）と保護廃止世帯数（2,568 世帯）の差が約 6,500 世帯、保護開始世帯数が保護廃止世帯数の約 3.5 倍

にまで拡大している。 

平成 23 年度時点においては、保護開始世帯数の減少と保護廃止世帯数の増加により、その差は、約 2,800

世帯（保護開始世帯数 6,944 世帯、保護廃止世帯 4,127 世帯）に縮小しているが、リーマン・ショック以前

の水準のいまだ２倍程度ある。 
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（注）１ 「開始世帯数」及び「廃止世帯数」は、厚生労働省「福祉行政報告例」（各年度９月中に保護が
開始・廃止された世帯数）による。 

２ 「被保護世帯の増加数」は、「開始世帯数」から「廃止世帯数」を減じたものである。 
 

表２－(1)－イ－⑥ 「その他の世帯」における理由別保護廃止世帯数の推移 
（ポイント） 
「その他の世帯」における保護の廃止世帯数については、平成 14 年度(1,317 世帯)から 23 年度（4,127

世帯）までの間で３倍以上に増加しており、特にリーマン・ショック以降の増加が、保護の開始世帯と同様

に顕著である。その増加の主因は、廃止世帯の約 36％を占める「働きによる収入の増」（平成 14 年度 413

世帯、23 年度 1,492 世帯）によるものとなっており、経済的自立の促進を図るための取組が重要なものと

なっている。 
 

 
（注）厚生労働省「福祉行政報告例」（各年度９月中に保護が開始された世帯数）による。 
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表２－(1)－イ－⑦ 「高齢者世帯」における保護開始世帯数と保護廃止世帯数の推移 
（ポイント） 

高齢者世帯における保護開始世帯数と保護廃止世帯数の増加構造についてみると、平成 20 年のリーマ

ン・ショックまでは、保護開始世帯数の減少傾向と保護廃止世帯の増加傾向により、その差は縮小の傾向に

あったが、リーマン・ショック以降は、保護開始世帯の増加が顕著となり、21 年度においては、保護開始

世帯数（5,609 世帯）と保護廃止世帯数（4,079 世帯）の差が約 1,500 世帯に拡大している。 

平成 23 年度時点においては、再び保護開始世帯数の減少と保護廃止世帯数の増加により、その差は、約

600 世帯（保護開始世帯数 5,366 世帯、保護廃止世帯 4,793 世帯）に縮小している。 

 

 
（注）１ 「開始世帯数」及び「廃止世帯数」は、厚生労働省「福祉行政報告例」（各年度９月中に保護が

開始・廃止された世帯数）による。 
２ 「被保護世帯の増加数」は、「開始世帯数」から「廃止世帯数」を減じたものである。 

 

 

表２－(1)－イ－⑧ 「高齢者世帯」における理由別保護廃止世帯数の推移 
（ポイント） 

「高齢者世帯」における保護の廃止世帯数は、増加傾向にあり、平成 14 年度(2,854 世帯)から 23 年度

（4,793 世帯）までの間で約 1.7 倍になっているが、その増加の主因は、廃止世帯の約６割を占める「死亡」

（14 年度 1,397 世帯、23 年度 2,869 世帯）によるものとなっている。 
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（注） 平成 14 年度から 23 年度までは厚生労働省「福祉行政報告例」（各年度９月中に保護が廃止された

世帯数）による。 
 

表２－(1)－イ－⑨ 被保護世帯（単身世帯）数の推移 
（ポイント） 

被保護世帯数における単身世帯数は、平成 23 年度で約 113.0 万世帯と全被保護世帯（149.2 万世帯）の

75.7％を占めており、14 年度から 23 年度までの推移をみると、全被保護世帯の増加とともに年々増加して

いるが、割合については、微増の状況（73.4％→75.7％）となっている。 

被保護世帯数を世帯類型別（母子世帯を除く。）でみると、「高齢者世帯」が単身世帯数及びその割合共に

最も多く、平成 23 年度で約 57.0 万世帯・89.6％となっており、次いで、「障害傷病者世帯」（23 年度で約

39.0 万世帯・79.8％）、「その他の世帯」（23 年度で約 17.0 万世帯・66.8％）の順で多い（以上、表２－(1)

－イ－①、⑨を参照）。 

 

 
（注）１ 厚生労働省「福祉行政報告例」による。 
   ２ 被保護単身世帯数は現に保護を受けた世帯で、月平均世帯数である。 
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表２－(1)－イ－⑩ 被保護世帯に占める単身世帯割合の推移 
（ポイント） 

被保護世帯数における単身世帯数は、平成 23 年度で約 113.0 万世帯と全被保護世帯（149.2 万世帯）の

75.7％を占めており、14 年度から 23 年度までの推移をみると、全被保護世帯の増加とともに年々増加して

いるが、割合については、微増の状況（73.4％→75.7％）となっている。 

被保護世帯数を世帯類型別（母子世帯を除く。）でみると、「高齢者世帯」が単身世帯数及びその割合共に

最も多く、平成 23 年度で約 57.0 万世帯・89.6％となっており、次いで、「障害傷病者世帯」（23 年度で約

39.0 万世帯・79.8％）、「その他の世帯」（23 年度で約 17.0 万世帯・66.8％）の順で多い（以上、表２－(1)

－イ－①、⑨を参照）。 

被保護世帯に占める単身世帯数の割合の推移を平成 14 年度から 23 年度までの間でみると、「その他の世

帯」の増加率が最も高く、47.3％から 66.8％と 20 ポイント近い増加となっており、特に、20 年のリーマン・

ショック以降の増加が顕著なものとなっている。 

 

 

（注）厚生労働省「福祉行政報告例」を基に当省が算出した。 
 

 

表２－(1)－イ－⑪ 就労者のいる被保護世帯数の割合の推移 
（ポイント） 

被保護世帯のうち就労者がいる世帯数の割合をみると、全体では平成 23 年度で 13.5％となっているが、

世帯類型別にみると、世帯主が稼動年齢層にあり、比較的就労阻害要因が少ないと考えられる「母子世帯」

や「その他の世帯」が高く、それぞれ約 43.1％、約 29.7％となっている。 

また、これについて平成 14 年度から 23 年度までの間の推移でみると、「その他の世帯」は、14 年度に「母

子世帯」とほぼ同水準（約 45.8％）にあったが、23 年度までに約 16.0 ポイント減少しており、特に 20 年

のリーマン・ショック以降の減少が顕著なものとなっている。 
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（注） 厚生労働省「被保護者全国一斉調査」の世帯類型別勤労者がいる世帯数を基に当省が割合を集計し

た。各年度７月 31 日現在のものである。 
 

表２－(1)－イ－⑫ 「その他の世帯」における就労者のいない世帯数の推移（単身世帯） 
（ポイント） 
「その他の世帯」における就労者のいない世帯数についてみると、平成 20 年のリーマン・ショック以降

増加が顕著となった単身世帯における不就労世帯の増加率が高く、23 年度は 14 年度（約 55.1％）と比較し
て、20 ポイント以上増加し、約 76.4％となっており、一旦減少傾向にあった不就労世帯の割合がリーマン・
ショック以降再び増加に転じている。 
 

 
（注）１ 単身世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」による。 

２ 「不就労世帯数」及び「不就労世帯の割合」は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」を基に
当省が割合を集計した。 

３ 各年度７月 31 日現在のものである。 
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表２－(1)－イ－⑬ 「その他の世帯」における就労者のいない世帯数の推移（２人以上世帯） 
 
 

 
（注）１ 厚生労働省「被保護者全国一斉調査」を基に当省が集計した。 

２ 各年度７月 31 日現在のものである。 
 

 

表２－(1)－イ－⑭ 保護の受給期間別被保護世帯数の推移 
（ポイント） 

保護の受給期間別の被保護世帯数について平成 23 年度時点での受給期間でみると、受給期間１年以上３

年未満の世帯数が約 37.1 万世帯、全体の約 25.2％と最も多いが、５年以上 10 年未満の世帯が約 35.3 万世

帯、全体の約 24.0％、10 年以上 15 年未満の世帯が約 17.9 万世帯、全体の約 12.2％と、長期受給世帯も多

く、５年以上の世帯が全体の約半数に及んでいる。 

また、保護の受給期間別の被保護世帯数について平成 14 年度から 23 年度までの推移をみると、20 年の

リーマン・ショック以降の被保護世帯の増加を受けて、受給期間１年以上３年未満の世帯数が約２倍（18.6

万世帯→37.1 万世帯）、６月未満が約 1.8 倍（6.2 万世帯→11.1 万世帯）、６月以上１年未満が約 1.7 倍（6.2

万世帯→10.8 万世帯）と、受給期間３年未満の世帯の増加率が高いが、その一方で、10 年以上 15 年未満や

５年以上 10 年未満の長期受給世帯の増加も、それぞれ 2.2 倍（8.0 万世帯→17.9 万世帯）、2.1 倍（16.6

万世帯→35.3 万世帯）と顕著である。 

平成 23 年度における保護の受給期間別の被保護世帯数の構成比（当該区分の被保護世帯数の全被保護世

帯数に占める割合）と保護廃止世帯数の構成比（当該区分の保護廃止世帯数の全保護廃止世帯数に占める割

合）を比較すると、受給期間６月未満の場合は、被保護世帯数が 7.5％で保護廃止世帯数が 27.1％、受給期

間６月以上１年未満の場合は、被保護世帯数が 7.3％で保護廃止世帯数が 11.5％と、いずれも保護廃止世帯

数の構成比の方が高いが、受給期間が１年を超えるとそれが逆転し、保護廃止の率が低下する傾向がみられ

る（表２－(1)－イ－⑭、⑮を参照）。 
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（注）１ 被保護世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」による。構成比率は同世帯数を基に当省

が集計した。 
２ 各年度７月 31 日現在のものである。 

 

表２－(1)－イ－⑮ 保護廃止世帯数の推移（保護開始からの期間別） 
（ポイント） 

平成 23 年度における保護の受給期間別の被保護世帯数の構成比（当該区分の被保護世帯数の全被保護世

帯数に占める割合）と保護廃止世帯数の構成比（当該区分の保護廃止世帯数の全保護廃止世帯数に占める割

合）を比較すると、受給期間６月未満の場合は、被保護世帯数が 7.5％で保護廃止世帯数が 27.1％、受給期

間６月以上１年未満の場合は、被保護世帯数が 7.3％で保護廃止世帯数が 11.5％と、いずれも保護廃止世帯

数の構成比の方が高いが、受給期間が１年を超えるとそれが逆転し、保護廃止の率が低下する傾向がみられ

る（表２－(1)－イ－⑭、⑮を参照）。 
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（注）１ 廃止世帯数は厚生労働省「被保護者全国一斉調査」による。構成比率は同資料期間別保護廃止世

帯数を基に当省が集計した。 
２ 各年度７月 31 日現在のものである。 

 

 

表２－(1)－イ－⑯ 市町村合併により級地が繰り上がった市町村数（平成 12 年度と 25 年度の比
較） 

（ポイント） 

扶助費の支給水準は、市町村域単位で設定されている級地によって異なっている。現在は６区分の級地が

設定され、「１級地の１」、「１級地の２」、「２級地の１」、「２級地の２」、「３級地の１」、「３級地の２」の

順に支給水準が高いものとなっている。 

平成 13 年３月 31 日（市町村数 3,227）から 24 年４月１日（市町村数 1,719）までの間に市町村合併によ

り 1,508 市町村が減少しているが、合併後の市町村の級地は、合併に加わった市町村のうち最も支給水準が

高い級地に設定されるものとなっている。 

このため、12 年度及び 25 年度における「生活保護級地区分表」等を基に、12 年度の当該区分表に級地ご

とに記載されていた市町村域が、25 年度の当該区分表においてどの級地に区分されているのかを便宜整理

してみると、２級地から１級地に繰り上がっているものが３市町村域、３級地から１級地に繰り上がってい

るものが 28 市町村域、３級地から２級地に繰り上がっているものが 244 市町村域あるなど、全体で 801 市

町村域がより高い級地に繰り上がっている。 

 
                               （単位：市町村） 
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  (注)１ 本表は、平成 12 年度と 25 年度の「生活保護級地区分表」を基に、総務省公表の「平成 11 年度
以降の市町村合併の実績」で 13 年度以降 24 年度までに市町村合併された案件について、当該合併
に関わった市町村（平成 12 年度時点で存在していた市町村）の級地の繰り上がり状況を整理した
ものである。 

２ 全国の市町村数は、平成 13 年３月 31 日現在が 3,227、24 年４月１日現在が 1,719 で、この間の
市町村合併で、1,508 市町村が減少している。 

 

表２－(1)－イ－⑰ 級地別管内人口数の推移 
（ポイント） 

平成 24 年度における級地別の管内人口及び管内世帯数をみると、共に、支給水準が最も高い「１級地の

１」（管内人口：約 3,373 万人、管内世帯数：約 1,600 万世帯）が最も多く、次いで「３級地の１」、「２級

地の１」、「１級地の２」、「３級地の２」、「２級地の２」の順で多い。 

また、平成 14 年度から 24 年度までの推移をみると、支給水準が最も低い「３級地の２」のみ減少傾向（管

内人口：約 2,110 万人→約 1,388 万人、管内世帯数：約 699 万世帯→約 531 万世帯）にあり、他の級地はい

ずれも増加傾向にある（以上、表２－(1)－イ－⑰、⑱を参照）。 

 

 

（注） 級地別管内世帯数は、総務省「住民基本台帳に基づく人口、人口動態及び世帯数調査」の市町村別
世帯数（各年度３月 31 日現在）を生活保護手帳に記載の地域の級地区分に基づき当省が整理した。 

 

表２－(1)－イ－⑱ 級地別管内世帯数の推移 
（ポイント） 

平成 24 年度における級地別の管内人口及び管内世帯数をみると、共に、支給水準が最も高い「１級地の

１」（管内人口：約 3,373 万人、管内世帯数：約 1,600 万世帯）が最も多く、次いで「３級地の１」、「２級

地の１」、「１級地の２」、「３級地の２」、「２級地の２」の順で多い。 

また、平成 14 年度から 24 年度までの推移をみると、支給水準が最も低い「３級地の２」のみ減少傾向（管

内人口：約 2,110 万人→約 1,388 万人、管内世帯数：約 699 万世帯→約 531 万世帯）にあり、他の級地はい

ずれも増加傾向にある（以上、表２－(1)－イ－⑰、⑱を参照）。 
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（注）１ 平成 14 年度から 23 年度までは厚生労働省「被保護者全国一斉調査」、24 年度は「被保護者調査」

による。 
２ 各年度７月 31 日現在のものである。 

 

表２－(1)－イ－⑲ 級地別被保護世帯数の推移 
（ポイント） 
平成 23 年度における級地別被保護世帯数の構成比をみると、構成比が最も高いのが「１級地の１」の

40.7％で、「１級地の２」の 16.3％と合わせて、１級地管内の世帯数が全体の約６割を占めている。他方、
３級地の構成比は、「３級地の１」が 12.7％、「３級地の２」が 6.8％で、合わせても２割に届かない水準と
なっている。 

 

 

（注）１ 級地別被保護世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」による。構成比率は同世帯数を基
に当省が算出した。 

   ２ 級地別世帯数は各年度７月 31 日現在のものである。 
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表２－(1)－イ－⑳－ⅰ １級地－１における世帯類型別被保護世帯数の推移 
（ポイント） 

「１級地の１」における世帯類型別の被保護世帯数をみると、平成 23 年度で、「高齢者世帯」が約 26.2

万世帯、全体の約 43.8％と最も多く、次いで「障害傷病者世帯」（約 18.1 万世帯、約 30.2％）、「その他の

世帯」（約 11.0 万世帯、約 18.4％）の順に多い。 

また、平成 14 年度から 23 年度までの間の推移をみると、「高齢者世帯」も約 1.7 倍（15.3 万世帯→26.2

万世帯）に増加しているが、特に「その他の世帯」の増加が顕著で、世帯数が 14 年度の約 2.3 万世帯から

約 4.7 倍に増加し、構成比も 14 年度の約 7.2％から 2.5 倍以上に上昇している。特に平成 20 年のリーマン・

ショック以降の増加が顕著なものとなっている。 

 

 

（注）１ 被保護世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」による。構成比率は同世帯数を基に 
当省が算出した。 

２ 級地別世帯数は各年度７月 31 日現在のものである。 
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表２－(1)－イ－⑳－ⅱ ３級地－２における世帯類型別被保護世帯数の推移 
 

 

 
（注）１ 被保護世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」による。構成比率は同世帯数を基に当省

が集計した。 
２  級地別世帯数は各年度７月 31 日現在のものである。 
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表２－(1)－ウ－① 外国人登録者数（生活保護対象在留資格保有者数）の推移 
（ポイント） 

外国人登録者のうち生活保護の対象は、永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者、特別永

住者及び認定難民の在留資格を有する者とされている。 

これらの在留資格を保有する外国人登録者数は、平成 24 年度で約 135.6 万人となっており、リーマン・

ショックがあった 20 年度以降減少傾向にある。 

 これを国籍別でみれば、「韓国・朝鮮」の国籍を有する者が最も多く約 46.7 万人で、全体の約 34.4％を

占め、次いで「中国・台湾」の国籍を有する者（約 28.7 万人、全体の約 21.1％）が多い。  

 

 

（注） 「外国人登録者数」は、法務省「在留外国人統計」に基づき、当省が生活保護の対象となる在留 
資格保有者（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者及び認定難民）数を集計した。 

 

表２－(1)－ウ－② 被保護外国人世帯数の推移（世帯主の国籍別） 
（ポイント） 

生活保護を受給する被保護外国人世帯数は、平成 23 年度で約 4.3 万世帯あり、「韓国・朝鮮」の国籍を有

する世帯が最も多く約 2.9 万世帯で、全体の約 66.2％を占めている。 

また、被保護外国人世帯数の平成 14 年度から 23 年度までの間の推移をみると、生活保護対象の在留資格

保有者の減少傾向とは逆に、その数は増加傾向（2.3 万世帯→4.3 万世帯）にあり、特にリーマン・ショッ

クがあった 20 年度以降その傾向が顕著になっている。 
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（注）１ 「被保護外国人世帯総数」は、調査日現在、生活保護を適用される外国人が世帯主である被保 
護世帯数であり、国籍別外国人被保護世帯数は、世帯主の国籍により分類した世帯数である。 

２ 厚生労働省「被保護者全国一斉調査」（各年度７月 31 日現在）による。 
３ ブラジルについては、平成 16 年度以前の被保護世帯は不明である。 

 

表２－(1)－ウ－③ 被保護外国人世帯数・世帯人員数、保護率の推移 
（ポイント） 

平成 23 年度の被保護外国人の保護率について、外務省が「人種差別撤廃条約」の政府報告の中で算定し

ているように、世帯主が外国人である生活保護世帯に属する人員数を全外国人登録者数で除して算出する

（外務省方式）と、その保護率は約 35.1‰となるが、世帯主が外国人である生活保護世帯に属する人員数

を生活保護対象の在留資格を保有する外国人登録者数で除して算定する（総務省方式）と、その保護率は約

53.4‰と、日本人も含めた被保護者全体の保護率 16.2‰の約 3.3 倍の水準となる。 

また、これら被保護外国人世帯に係る保護率について平成 14 年度から 23 年度までの推移をみると、総務

省方式では 14 年度（約 31.6‰）の約 1.7 倍、外務省方式では 14 年度（約 20.7‰）の約 1.7 倍にそれぞれ

増加しており、特にリーマン・ショックがあった 20 年度以降の増加が顕著になっている。 
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（注）１ 「被保護外国人世帯人員数」は、厚生労働省「福祉行政報告例」の各年度の「日本国籍を有しな
い被保護世帯数及び被保護実人員、１か月平均別」における被保護実人員の総数の１か月平均であ
る。 

２ 外国人保護率（総務省方式）は、外国人被保護世帯人員数を、法務省「在留外国人統計」におけ
る各年度の外国人登録者数のうち生活保護の対象となる在留資格（永住者、日本人の配偶者等、永
住者の配偶者等、定住者及び認定難民）の保有者数で除して算出したものである。 

  また、外国人保護率（外務省方式）は、外務省が「人種差別撤廃条約」の「政府報告」で算出し
ている方式で算出したもので、外国人被保護世帯人員数を、法務省「在留外国人統計」における各
年度の外国人登録者数で除して算出したものである。 

３ 全体の保護率は、国立社会保障・人口問題研究所「社会保障統計年報データベース」による（国
籍に係らず被保護実人員全体の 1カ月平均人員数を総務省統計局「推計人口」（各年度 10 月 1 日現
在の総人口）で除したもの）。 

 

 

表２－(1)－ウ－④ 世帯類型別被保護外国人世帯数の推移（韓国・朝鮮） 
（ポイント） 

生活保護対象の在留資格保有者数は減少傾向（平成 18 年度約 52.1 万人、23 年度約 47.5 万人、24 年度約

46.7 万人）にある。 

他方、被保護世帯数については、増加傾向にあり、最も多い「高齢者世帯」の増加（平成 18 年度約 1.1

万世帯、23 年度約 1.5 万世帯）が顕著となっている。 

また、「その他の世帯」についても増加しているが（平成 18 年度 1,902 世帯、23 年度 3,776 世帯）、リー

マン・ショックがあった 20 年度以降の増加が顕著になっている。 
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（注）１ 「外国人登録者数」は、法務省「在留外国人統計」に基づき、当省が生活保護の対象となる在留
資格保有者（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者及び認定難民）数を集計した。 

２ 被保護外国人世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」（各年度７月 31 日現在）による（調
査日現在、生活保護を適用される外国人が世帯主である被保護世帯数。国籍別・類型別外国人被保
護世帯数は、世帯主の国籍により分類した世帯類型別世帯数である。）。 

 

表２－(1)－ウ－⑤ 世帯類型別被保護外国人世帯数の推移（中国・台湾） 
（ポイント） 

生活保護対象の在留資格保有者数は増加傾向（平成 18 年度約 21.4 万人、23 年度 27.7 万人、24 年度 28.7

万人）にある。 

被保護世帯数についても、増加傾向にあり、最も多い「傷病者世帯」の増加（平成 18 年度 795 世帯、23

年度 1,434 世帯）と、「その他の世帯」の増加（18 年度 706 世帯、23 年度 1,275 世帯）が顕著で、特にリー

マン・ショックがあった 20 年度以降の増加が顕著になっている。 

 

 
（注）１ 「外国人登録者数」は、法務省「在留外国人統計」に基づき、当省が生活保護の対象となる在留

520,625

475,085
467,092

11,412 

14,940 

1,668 
1,876 

2,330 2,883 

5,044 5,321 

1,902 

3,776 

440,000

450,000

460,000

470,000

480,000

490,000

500,000

510,000

520,000

530,000

 -

 2 000

 4 000

 6 000

 8 000

 10 000

 12 000

 14 000

 16 000

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
外国人登録者数 高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他の世帯

213,881

276,573 286,507

601 
543 525 

819 

220 

372 

795 

1,434 

706 

1 275 

0

50,000

100,000

150,000

200,000

250,000

300,000

350,000

 -

  200

  400

  600

  800

 1 000

 1 200

 1 400

 1 600

H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24
外国人登録者数(中国・台湾) 高齢者世帯 母子世帯 障害者世帯 傷病者世帯 その他の世帯

（世帯） 

（世帯） 

（世帯）

（世帯）

高齢者世帯 

母子世帯 

障害者世帯 

傷病者世帯 

外国人登録者数 

高齢者世帯 

母子世帯

障害者世帯 

傷病者世帯

外国人登録者数 その他の世帯

その他の世帯 

44



資格保有者（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者及び認定難民）数を集計した。 
２ 被保護外国人世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」（各年度７月 31 日現在）による（調

査日現在、生活保護を適用される外国人が世帯主である被保護世帯数。国籍別・類型別外国人被保
護世帯数は、世帯主の国籍により分類した世帯類型別世帯数である。）。 

 

表２－(1)－ウ－⑥ 世帯類型別被保護外国人世帯数の推移（フィリピン） 
（ポイント） 

生活保護対象の在留資格保有者数は増加傾向（平成 18 年度約 14.1 万人、23 年度 18.1 万人、24 年度 18.4

万人）にある。 

被保護世帯数についても、増加傾向にあり、最も多い「母子世帯」の増加（平成 18 年度 2,079 世帯、23

年度 3,606 世帯）と、「その他の世帯」の増加（18 年度 200 世帯、23 年度 891 世帯）が顕著で、特にリーマ

ン・ショックがあった 20 年度以降の増加が顕著になっている。 

 

 

（注）１ 「外国人登録者数」は、法務省「在留外国人統計」に基づき、当省が生活保護の対象となる 
在留資格保有者（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者及び認定難民）数を 
集計した。 

２ 被保護外国人世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」（各年度７月 31 日現在）によ 
る（調査日現在、生活保護を適用される外国人が世帯主である被保護世帯数。国籍別・類型別 
外国人被保護世帯数は、世帯主の国籍により分類した世帯類型別世帯数である。）。 

 

表２－(1)－ウ－⑦ 世帯類型別被保護外国人世帯数の推移（ブラジル） 
（ポイント） 

生活保護対象の在留資格保有者数は減少傾向（平成 18 年度約 30.7 万人、23 年度約 20.8 万人、24 年度約

18.9 万人）にある。 

他方、被保護世帯数については、増加傾向にあり、最も多い「その他の世帯」の増加（平成 18 年度 33

世帯、23 年度 666 世帯）が最も顕著で、特にリーマン・ショックがあった 20 年度以降の増加が極めて顕著

になっている。このほか、「母子世帯」（18 年度 81 世帯、23 年度 397 世帯）や「障害者世帯」（18 年度 74

世帯、23 年度 262 世帯）も、リーマン・ショックがあった 20 年度以降の増加が顕著になっている。 
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（注）１ 「外国人登録者数」は、法務省「在留外国人統計」に基づき、当省が生活保護の対象となる在留

資格保有者（永住者、日本人の配偶者等、永住者の配偶者等、定住者及び認定難民）数を集計した。 
２ 被保護外国人世帯数は、厚生労働省「被保護者全国一斉調査」（各年度７月 31 日現在）による（調
査日現在、生活保護を適用される外国人が世帯主である被保護世帯数。国籍別・類型別外国人被保
護世帯数は、世帯主の国籍により分類した世帯類型別世帯数である。）。 
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（世帯） （世帯）

高齢者世帯 

母子世帯

障害者世帯 

傷病者世帯 

外国人登録者数 

その他の世帯 
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表２－（1）－エ－① 「生活保護法施行事務監査の実施結果報告について」（平

成 12年 10月 25日付け社援監第 19号厚生省社会・援護局監査指導課長通知）

「２ 法第 63 条及び法第 78 条の適用状況」の「(2) 法第 78 条の適用状況」

において記載することとされている事項（抜粋） 

 

厚生労働省は、「生活保護法施行事務監査の実施結果報告について」（平成 12年 10月

25 日付け社援監第 19号厚生省社会・援護局監査指導課長通知）において福祉事務所を

設置する地方公共団体から提出を求めている「生活保護法施行事務監査の実施結果報告」

に基づき、次のとおり、不正受給件数、不正受給金額、発見の契機、不正の内容等に関

する情報を集計・分析している。 

 

２ 法第 63条及び法第 78条の適用状況 

 (2) 法第 78条の適用状況 

  ・ 福祉事務所名 

  ・ 不正受給者の概要（ケース番号、世帯構成（注）、世帯類型、開始年月日、不

正受給期間） 

  ・ 発見の契機（種類、具体的内容） 

  ・ 不正の内容（種類、具体的内容） 

  ・ 措置状況（不正受給金額、必要経費、時効消滅金額、徴収決定額、分割徴収の

適用の有無、行政措置（措置年月日）、法第 78条適用年月日、ケース診断会議、

告訴・告発等（告訴の年月日、告発の年月日、被害届の年月日、その他、検挙年

月日）、結果の状況（審理中、刑確定年月日、不起訴）、是正改善前、是正改善後） 

  ・ 備考（保護の停廃止等） 

（注） 「世帯構成」には、世帯主及び世帯員のうち、法第 78条の適用となった者及

びその年齢が記載されている。 
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表
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③
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正
受
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推
移

平
成
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年
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表
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－
(
1
)
－

エ
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②
不

正
受

給
件

数
の

推
移

区
分

不
正
受
給
件
数
（
件

）

不
正
受
給
金
額
（
千

円
）

（
注
）
１

厚
生
労

働
省

資
料

に
基

づ
き

当
省

が
作

成
し

た
。

不
正
受
給
件
数
は

、
平

成
1
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年

度
の
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,
2
0
4
件

か
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3
年

度
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３

万
5
,
5
6
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と

約
4
.
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倍

に
増

加
し

て
い
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。
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給
金
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平

成
1
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年

度
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6
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6
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ら
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年

度
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1
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2
9
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に
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3
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倍
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加
し

て
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正

受
給
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件

当
た
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の

不
正

受
給

金
額
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つ

い
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は
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4
9
万

円
と

1
4
年
度
と
比
べ
減
少

し
て

い
る

。

（
注
）
１

厚
生
労

働
省

資
料

に
基

づ
き

当
省

が
作

成
し

た
。

２
指
数
は

平
成

1
4
年

度
を

1
0
0
と

し
た

と
き

の
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減
状

況
を

示
す

。

２
指
数
は
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年

度
を
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0
と

し
た
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減
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を
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。
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正
受

給
金
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円
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区
分
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割
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表
２

－
(
1
)
－

エ
－

④
発

見
の

契
機

別
不

正
受

給
件

数
の

推
移

 
 
平
成

2
4
年

度
に

お
い

て
、
発
見
の
契
機
が
「
照
会
・
調
査

」
と
さ
れ
て
い
る
不
正
受
給
事
案
が
３
万
7
,
2
7
8
件
（
不
正
受
給
事
案
４
万
1
,
9
0
9
件
の
8
8
.
9
％
）
あ
り
、
次
い
で
多
い
の
が
「
通
報
・
投
書
」
の

2
,
3
5
0
件

（
同

5
.
6
％

）
と
な
っ
て
い
る
。

 
 
ま
た

、
こ

の
「

照
会
・
調
査
」
は
、
平
成
2
0
年
度
の
１
万

6
,
7
2
1
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か
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３
万
7
,
2
7
8
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に
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て
い
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。

平
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2
4
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い

て
、
不
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稼
働
収
入
の

無
申
告
」
と
さ
れ
て
い
る
不
正
受
給
事
案
が
１
万
9
,
6
7
1
件
（
不
正
受
給
事
案
４
万
1
,
9
0
9
件
の
4
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.
9
％
）
あ
り
、
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い
で
「
各
種
年
金
等
の
無
申

告
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2
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0
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働
収
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6
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0
.
6
％
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「
保
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金
等
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告
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の
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5
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（
同
3
.
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％
）
の
順
で
多
い
も
の
と
な
っ
て
い
る
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ま
た

、
こ

の
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稼
働
収
入
の
無
申
告
」
は
、
平
成
2
0
年
度

の
１
万
4
8
6
件
か
ら
１
万
9
,
6
7
1
件
と
1
.
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倍
に
増
加
し
、
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各
種
年
金
等
の
無
申
告
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2
,
6
6
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と
3
.
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加
し
て
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る
。
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２
指
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0
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年
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表
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)
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エ
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の

内
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不
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受
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数
の

推
移
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0
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.
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0
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0
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.
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0
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.
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0
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.
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.
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.
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.
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.
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.
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0
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.
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1
2
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.
6
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,
6
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.
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1
5
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2

３
割
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小
数
点
第
２
位
を
四
捨
五
入

し
て

い
る

た
め

、
計

が
1
0
0
に

な
ら

な
い

場
合

が
あ

る
。

表
２
－
(
1
)
－
エ
－
⑥

不
正
受
給
金
額
別
不
正
受
給
件
数
の
推
移

平
成

2
4
年

度
の

不
正
受
給
事
案
6
,
6
9
3
件
の
う
ち

、
不

正
受

給
金

額
が

3
0
万

円
未

満
の

も
の

が
6
4
.
1
％

（
4
,
2
9
2
件
）
を
占
め
、
1
0
0
万
円
以
上
の
も
の
は
8
1
8
件
（
1
2
.
2
％
）

と
な
っ

て
い

る
。

ま
た

、
そ

の
推
移
を
平
成
2
2
年
度
か
ら
2
4
年
度
ま

で
の

間
に

つ
い

て
み

る
と

、
「

1
0
万

円
未

満
」

の
も

の
が
1
,
4
5
7
件
か
ら
2
,
6
5
3
件
と
約
1
.
8
倍
に
増
加
し
て
お
り
、
次
い

で
「

1
0
万

円
以

上
2
0
万
円
未
満
」
の
も
の
が
6
5
0
件

か
ら

1
,
0
2
5
件

と
約

1
.
6
倍

に
増

加
し

て
い

る
。

２
指

数
は
、
平
成
2
2
年
度
を
1
0
0
と
し
た

と
き

の
増

減
状

況
を

示
す

。

区
分

平
成

2
2
年

度
2
3
年
度

2
4
年
度

（
注

）
１

生
活
保
護
法
施
行
事
務
監
査
の
実
施

結
果

報
告

に
基

づ
き

、
当

省
が

作
成

し
た

。
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ⅰ
）
「

課
税

調
査

に
よ

る
発
見
」
か
つ
「

稼
働

収
入
の
無
申
告
」
又
は
「

稼
働
収
入
の
過
小
申
告
」
に
該
当
す
る
不
正
受

給
事
案
は
、
1
,
8
4
9
件

（
不
正
受

給
全

体
の
4
2
.
7
％
）
か
ら
3
,
2
5
1
件
（
不
正
受
給

全
体
の
4
8
.
7
％
）

ⅲ
）

「
関
係

機
関

か
ら

の
通

報
・
照
会
」
か
つ
「
重

複
受

給
」
に
該
当
す
る
不
正
受

給
事
案

は
、
１

件
か
ら
６
件

と
増
加
し
て
い
る
も
の
の
、
「
実
施
機

関
に
よ
る
発
見
」
か
つ
「
重
複
受
給
」
は
５
件
か
ら
２

件
に
減
少

 
 
し

て
お

り
、

全
体

と
し

て
８
件
か
ら
９

件
と
ほ
と
ん
ど
変

化
が
な
い

。
ⅳ

）
「

実
施

機
関

に
よ

る
発
見
」
か
つ
「
世
帯
員
の
増
減
、
転
居
、
無

届
」
に
該
当
す
る
不
正
受

給
事
案

は
、
3
6
件
か
ら
4
4
件
へ
と
約
1
.
2
倍
に

増
加
し
て
い
る
が
、
不
正
受
給
件

数
が
約
1
.
5
倍

に
増
加
し
て
い
る
こ
と
を

 
 
考

慮
す

る
と

必
ず

し
も

多
い
と
は

言
え
な
い
。

A
 
稼
働
収

入
の
無
申

告

B
 
稼
働
収

入
の
過
少

申
告

C
 
労
災
補

償
金
等
の

無
申
告

D
 
任
意
保

険
金
等
の

無
申
告

E
 
各
種
年

金
及
び
福

祉
各
法
に

基
づ
く
給

付
の

無
申
告

F
 
預
貯
金

等
の
無
申

告

G
 
資
産
収

入
の
無
申

告

H
 
交
通
事

故
の
補
償

に
係
る
収

入
の

無
申
告

I
 
そ
の
他

J
 
住
宅
扶

助

K
 
そ
の
他

（
移
送
費

等
）

L
 
重
複
受

給

M
 
世
帯
員

の
増
減
、

転
居
、
無

届

N
 
そ
の
他

①
住

民
等

か
ら

の
通
報
・
投
書

3
9

3
0

1
3

5
3

4
1
0

1
1

1
1

1
2

4
9
7

②
関

係
機

関
か

ら
の
通
報
・
照
会

2
7

6
3

1
1

3
4

6
7

7
2
3

2
2

1
2

1
8

6
1
7
3

③
監

査
及

び
検

査
指
摘

1
4

0
0

2
3

1
1

0
0

0
0

0
0

0
2
1

④
課

税
調

査
に

よ
る
発
見

1
,
5
8
6

2
6
3

2
8

7
1
7

3
4

2
1
5

1
0

0
0

2
2
,
6
0
3

⑤
実

施
機

関
に

よ
る
発
見

2
3
8

3
3

2
2

6
7

4
4
8

9
5

5
3

4
3

1
4
2

5
6

2
3

5
3
6

2
8

1
,
2
8
9

⑥
そ

の
他

4
8

2
5

1
0

3
7

1
4

8
1
5

7
1

1
6

1
1

1
5
6

計
1
,
9
5
2

3
0
7

3
2

9
9

1
,
2
4
2

1
1
1

7
2

6
4

2
0
5

9
7

3
7

8
6
2

5
1

4
,
3
3
9

①
住

民
等

か
ら

の
通
報
・
投
書

5
7

7
2

6
1
6

0
2

8
2
6

1
6

4
0

3
4

1
5
1

②
関

係
機

関
か

ら
の
通
報
・
照
会

3
8

4
3

9
3
7

1
0

6
7

2
1

8
5

2
7

1
0

1
6
7

③
監

査
及

び
検

査
指
摘

5
1

0
2

5
2

0
0

4
1

0
0

0
0

2
0

④
課

税
調

査
に

よ
る
発
見

2
,
1
2
2

4
6
8

3
1

6
8
8

0
7

1
2
5

4
2

0
0

3
3
,
3
2
4

⑤
実

施
機

関
に

よ
る
発
見

2
9
4

4
6

4
5

9
5

5
7
2

7
0

7
6

5
3

2
7
9

5
8

3
4

2
3
2

4
6

1
,
7
0
2

⑥
そ

の
他

9
7

1
0

8
3

7
3

4
5

1
7

4
0

8
5

0
1
0

8
2
8
8

計
2
,
6
1
3

5
3
6

6
1

1
1
6

1
,
3
9
1

8
6

9
6

8
6

3
9
5

9
5

5
0

4
5
2

7
1

5
,
6
5
2

①
住

民
等

か
ら

の
通
報
・
投
書

9
7

1
4

2
2

1
0

4
4

1
5

2
7

1
7

2
0

1
0

5
2
0
9

②
関

係
機

関
か

ら
の
通
報
・
照
会

2
8

2
2

6
5
2

1
0

1
2

1
3

2
8

1
0

1
5

6
3

1
7

2
0
4

③
監

査
及

び
検

査
指
摘

0
2

1
2

1
4

1
1

0
5

0
1

0
0

0
2
7

④
課

税
調

査
に

よ
る
発
見

2
,
6
3
9

6
1
2

3
8

6
8
1

6
6

0
3
0

0
0

1
0

3
3
,
9
8
9

⑤
実

施
機

関
に

よ
る
発
見

3
7
1

8
0

3
2

1
1
6

5
6
5

7
6

6
0

7
7

3
4
9

6
2

3
8

2
4
4

3
7

1
,
9
0
9

⑥
そ

の
他

1
1
9

1
2

7
1
3

7
4

0
6

1
5

5
8

1
0

1
1

0
1
1

9
3
4
5

計
3
,
2
5
4

7
2
2

4
7

1
4
7

1
,
3
9
6

9
7

8
9

1
2
0

4
9
7

9
9

6
7

9
6
8

7
1

6
,
6
8
3

（
注

）
１

監
査

実
施

結
果
報
告
書
に
基
づ
き
、
不
正
の
内
容
等
が
不

明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。

２
各

年
度

各
発

見
の
契
機
で
最
も
件
数
の
多
い
不
正
の
内
容

を
網
掛
け
し
た
。

 
 
へ

と
約

1
.
8
倍

に
増

加
し
て
い
る
。

ⅱ
）

「
課

税
調

査
に

よ
る

発
見
」
か
つ
「
各
種
年
金
及
び
福
祉
各
法
に

基
づ
く
給
付
の
無
申
告
」
に
該
当
す
る
不
正
受
給
事
案
は
、
7
1
7
件
（
不
正
受
給
全
体
の

1
6
.
5
％
）
か
ら
6
8
1
件
（
不
正
受
給
全
体
の
1
0
.
2
％
）
へ
と

 
 
約

５
％

減
少

し
て

い
る

。

（
単
位
：
件
）

表
２

－
(
1
)
－

エ
－

⑦
－
ⅰ

ク
ロ
ス
分
析
（
不
正
の
内
容
×
発
見
の
契
機
）
の
件
数

 
平

成
2
4
年

度
の

不
正

受
給

事
案
6
,
6
9
3
件
の
う
ち
不
正
の
内
容
等
が
不
明
な
も
の
を
除
く
6
,
6
8
3
件
に
つ
い
て
、
不
正
の
内
容
が
「
稼
働
収
入
の
無
申
告
」
、
「
稼
働
収
入
の
過
小
申
告
」
及
び
「
各
種
年
金
及
び
福
祉
各
法
に

基
づ
く

給
付

の
無

申
告

」
の
事
案
に
お
け
る
発
見
の
契
機
は
、
そ
れ
ぞ
れ
8
1
.
1
％
、
8
4
.
8
％
、
4
8
.
8
％
に
当
た
る
事
案
が
課
税
調
査
に
よ
り
発
見
さ
れ
た
も
の

と
な
っ
て
お
り
、
「
重
複
受
給
」
に
つ
い
て
は
、
6
6
.
7
％
に
当

た
る
事

案
が

関
係

機
関

か
ら
の
通
報
・
照
会
に
よ
り
発
見
さ
れ
た
も
の
と
な
っ
て
い
る
。
不
正
の
内
容
が
こ
れ
ら
以
外
の
も
の
に
つ
い
て
は
、
実
施
機
関
に
よ

る
発
見
が
最
も
多
い
。

 
ま

た
、

こ
れ

ら
推

移
を

平
成
2
2
年
度
か
ら
2
4
年
度
ま
で
間
に
つ
い
て
み
る
と
、

平 成 2
2

年 度 2
3

年 度 2
4

年 度

区
分

稼
働
収
入
関
係

稼
働
収
入
以
外
の
収
入
関
係

扶
助
費
の
不
正

そ
の
他

計
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表
２
－

(
1
)
－

エ
－

⑦
－

ⅱ
ク
ロ
ス
分
析
（
不
正
の
内
容
×
発
見
の
契

機
）
の
割
合
（
各
年
度
の
不
正
受
給
件
数
を
1
0
0
％
）

（
単
位
：
％
）

A
 
稼
働
収

入
の
無
申

告

B
 
稼
働
収

入
の
過
少

申
告

C
 
労
災
補

償
金
等
の

無
申
告

D
 
任
意
保

険
金
等
の

無
申
告

E
 
各
種
年

金
及
び
福

祉
各
法
に

基
づ
く
給

付
の

無
申
告

F
 
預
貯
金

等
の
無
申

告

G
 
資
産
収

入
の
無
申

告

H
 
交
通
事

故
の
補
償

に
係
る
収

入
の

無
申
告

I
 
そ
の
他

J
 
住
宅
扶

助

K
 
そ
の
他

（
移
送
費

等
）

L
 
重
複
受

給

M
 
世
帯
員

の
増
減
、

転
居
、
無

届

N
 
そ
の
他

①
住

民
等

か
ら

の
通
報
・
投
書

0
.
9
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
2
%

0
.
3
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
3
%

0
.
1
%

2
.
2
%

②
関

係
機

関
か

ら
の
通
報
・
照
会

0
.
6
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
3
%

0
.
8
%

0
.
1
%

0
.
2
%

0
.
2
%

0
.
5
%

0
.
5
%

0
.
3
%

0
.
0
%

0
.
2
%

0
.
1
%

4
.
0
%

③
監

査
及

び
検

査
指
摘

0
.
3
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
5
%

④
課

税
調

査
に

よ
る
発
見

3
6
.
6
%

6
.
1
%

0
.
0
%

0
.
2
%

1
6
.
5
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
3
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
0
%

6
0
.
0
%

⑤
実

施
機

関
に

よ
る
発
見

5
.
5
%

0
.
8
%

0
.
5
%

1
.
5
%

1
0
.
3
%

2
.
2
%

1
.
2
%

1
.
0
%

3
.
3
%

1
.
3
%

0
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%

0
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%

0
.
8
%
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%

⑥
そ

の
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.
0
%

0
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.
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0
.
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%

0
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%

0
.
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%
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%
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%
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①
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.
7

9
6
.
5

③
監

査
及

び
検

査
指
摘

3
5
.
7

-
-

1
0
0
.
0

1
6
6
.
7

2
0
0
.
0

0
.
0

-
-

-
-

-
-

-
9
5
.
2

④
課

税
調

査
に

よ
る
発
見

1
3
3
.
8

1
7
7
.
9

1
5
0
.
0

1
2
.
5

9
6
.
0

0
.
0

1
7
5
.
0

5
0
.
0

1
6
6
.
7

4
0
0
.
0

-
-

-
1
5
0
.
0

1
2
7
.
7

⑤
実

施
機

関
に

よ
る
発
見

1
2
3
.
5

1
3
9
.
4

2
0
4
.
5

1
4
1
.
8

1
2
7
.
7

7
3
.
7

1
4
3
.
4

1
2
3
.
3

1
9
6
.
5

1
0
3
.
6

1
4
7
.
8

4
0
.
0

8
8
.
9

1
6
4
.
3

1
3
2
.
0

⑥
そ

の
他

2
0
2
.
1

5
0
0
.
0

1
6
0
.
0

3
0
.
0

1
9
7
.
3

4
0
0
.
0

1
2
5
.
0

2
1
2
.
5

2
6
6
.
7

1
1
4
.
3

5
0
0
.
0

0
.
0

1
6
6
.
7

7
2
.
7

1
8
4
.
6

計
1
3
3
.
9

1
7
4
.
6

1
9
0
.
6

1
1
7
.
2

1
1
2
.
0

7
7
.
5

1
3
3
.
3

1
3
4
.
4

1
9
2
.
7

9
7
.
9

1
3
5
.
1

5
0
.
0

8
3
.
9

1
3
9
.
2

1
3
0
.
3

①
住

民
等

か
ら

の
通
報
・
投
書

2
4
8
.
7

4
6
6
.
7

-
2
0
0
.
0

3
3
3
.
3

8
0
.
0

1
3
3
.
3

3
7
5
.
0

2
7
0
.
0

1
5
4
.
5

2
0
0
.
0

0
.
0

8
3
.
3

1
2
5
.
0

2
1
5
.
5

②
関

係
機

関
か

ら
の
通
報
・
照
会

1
0
3
.
7

3
3
.
3

6
6
.
7

5
4
.
5

1
5
2
.
9

1
6
6
.
7

1
7
1
.
4

1
8
5
.
7

1
2
1
.
7

4
5
.
5

1
2
5
.
0

6
0
0
.
0

3
7
.
5

2
8
3
.
3

1
1
7
.
9

③
監

査
及

び
検

査
指
摘

0
.
0

-
-

1
0
0
.
0

4
6
6
.
7

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

-
-

-
-

-
-

-
1
2
8
.
6

④
課

税
調

査
に

よ
る
発
見

1
6
6
.
4

2
3
2
.
7

1
5
0
.
0

1
0
0
.
0

9
5
.
0

2
0
0
.
0

1
5
0
.
0

0
.
0

2
0
0
.
0

0
.
0

-
-

-
1
5
0
.
0

1
5
3
.
2

⑤
実

施
機

関
に

よ
る
発
見

1
5
5
.
9

2
4
2
.
4

1
4
5
.
5

1
7
3
.
1

1
2
6
.
1

8
0
.
0

1
1
3
.
2

1
7
9
.
1

2
4
5
.
8

1
1
0
.
7

1
6
5
.
2

4
0
.
0

1
2
2
.
2

1
3
2
.
1

1
4
8
.
1

⑥
そ

の
他

2
4
7
.
9

6
0
0
.
0

1
4
0
.
0

1
3
0
.
0

2
0
0
.
0

0
.
0

1
5
0
.
0

1
8
7
.
5

3
8
6
.
7

1
4
2
.
9

1
,
1
0
0
.
0

0
.
0

1
8
3
.
3

8
1
.
8

2
2
1
.
2

計
1
6
6
.
7

2
3
5
.
2

1
4
6
.
9

1
4
8
.
5

1
1
2
.
4

8
7
.
4

1
2
3
.
6

1
8
7
.
5

2
4
2
.
4

1
0
2
.
1

1
8
1
.
1

1
1
2
.
5

1
0
9
.
7

1
3
9
.
2

1
5
4
.
0

（
注

）
１

監
査

実
施

結
果
報
告
書
に
基
づ
き
、
不
正
の
内
容
等
が
不
明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。

２
平

成
2
2
年

度
か
ら
の
増
加
率
が
全
体
の
増
加
率
よ
り
も
低

い
箇
所
を
網
掛
け
し
た
。

３
「

－
」

は
ゼ

ロ
除
算
に
よ
る
エ
ラ
ー
を
示
す
。

平 成 2
2

年 度 2
3

年 度 2
4

年 度

区
分

稼
働
収
入
関
係

稼
働
収
入
以
外
の
収
入
関
係

扶
助
費
の
不
正

そ
の
他

計
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被
保

護
世

帯
数

不
正

受
給
件
数

割
合

被
保
護
世
帯
数

不
正
受
給
件
数

割
合

被
保
護
世
帯
数

不
正
受
給
件
数

割
合

高
齢

者
世

帯
1
0
6
,
3
9
4

9
8
2

0
.
9
%

1
1
1
,
7
8
3

1
,
2
3
7

1
.
1
%

1
1
6
,
8
1
8

1
,
2
6
4

1
.
1
%

母
子

世
帯

1
8
,
4
0
9

7
3
9

4
.
0
%

1
9
,
1
6
7

8
6
1

4
.
5
%

1
8
,
9
7
2

1
,
0
5
0

5
.
5
%

障
害

者
世

帯
2
6
,
9
1
7

3
2
1

1
.
2
%

2
8
,
9
8
7

4
4
8

1
.
5
%

2
9
,
7
0
8

5
2
1

1
.
8
%

傷
病

者
世

帯
5
1
,
7
9
6

9
2
2

1
.
8
%

5
3
,
9
9
5

1
,
0
8
3

2
.
0
%

4
9
,
8
8
5

1
,
2
8
7

2
.
6
%

そ
の

他
世

帯
4
2
,
2
1
5

1
,
3
7
5

3
.
3
%

4
6
,
1
9
3

2
,
0
2
3

4
.
4
%

5
0
,
0
7
9

2
,
5
6
1

5
.
1
%

計
2
4
5
,
7
3
0

4
,
3
3
9

1
.
8
%

2
6
0
,
1
2
5

5
,
6
5
2

2
.
2
%

2
6
5
,
4
6
2

6
,
6
8
3

2
.
5
%

平
成

2
4
年

度
の

不
正

受
給

件
数

（
6
,
6
9
3
件

の
う

ち
、

世
帯
類
型
等
が
不
明
な
も
の
を
除
く
6
,
6
8
3
件
）
に
お
け
る
世
帯
類
型
別
の
不
正
事
案
の
発
生
率
（
被
保
護
世
帯
数

（
注
）
に
占
め
る
不
正
受
給
件
数

の
割

合
）

は
、

高
齢

者
世

帯
が

1
.
1
％

（
1
1
万

6
,
8
1
8
世

帯
で
1
,
2
6
4
件
）
、
母
子
世
帯
が
5
.
5
％
（
１
万
8
,
9
7
2
世
帯
で
1
,
0
5
0
件
）
、
障
害
者
世
帯
が
1
.
8
％
（
２
万
9
,
7
0
8
世
帯
で
5
2
1
件
）
、
傷
病
者
世
帯
が

2
.
6
％

（
４

万
9
,
8
8
5
世

帯
で

1
,
2
8
7
件

）
、

そ
の

他
の

世
帯

が
5
.
1
％
（
５
万
7
9
世
帯
で
2
,
5
6
1
件
）
と
、
比
較
的
就
労
阻
害
要
因
が
少
な
い
母
子
世
帯
及
び
そ
の
他
の
世
帯
で
の
発
生
率
が
高
い
。

ま
た

、
こ

の
発

生
率

の
推

移
を

平
成

2
2
年

度
か

ら
2
4
年

度
ま
で
の
間
に
つ
い
て
み
る
と
、
母
子
世
帯
は
1
.
5
ポ
イ
ン
ト
、
そ
の
他
の
世
帯
は
1
.
8
ポ
イ
ン
ト
増
加
し
て
い
る
一
方
、
高
齢
者
世
帯
は
0
.
2
ポ
イ

ン
ト

の
増

加
に

と
ど

ま
っ

て
い

る
。

（
注
）

被
保

護
世

帯
数

は
被
保
護
者
調
査
等
か
ら
デ
ー
タ
が
把
握
で
き
た
福
祉
事
務
所
に
つ
い
て
記
載
し
た
。

表
２
－
(1
)－

エ
－
⑧

世
帯
類
型
別
被
保
護
世
帯
数
（
１
か
月
平
均
）
に
占
め
る
不
正
受
給
件
数
の
推
移

２
不

正
受

給
件

数
は

、
監

査
実

施
結

果
報

告
書
に
基
づ
き
、
世
帯
類
型
等
が
不
明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。

な
お

、
同

資
料

か
ら

デ
ー

タ
が

把
握

で
き

た
福
祉
事
務
所
（
平
成
2
2
年
度
は
9
8
事
務
所
、
2
3
年
度
は
9
8
事
務
所
、
2
4
年

度
は
9
9
事
務
所
）

に
つ
い
て
作
成
し
た
。

（
注

）
１

被
保

護
世

帯
数

は
、

被
保

護
者

調
査

（
平

成
2
3
年
度
以
前
は
社
会
福
祉
行
政
業
務
報
告
）
又
は
生
活
保
護
法
施
行
事
務

監
査
資
料
に
よ
る
。

区
分

平
成

2
2
年
度

2
3
年
度

2
4
年
度
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（
単
位
：
件
）

A
 
稼

働
収

入
の

無
申

告

B
 
稼

働
収

入
の

過
少

申
告

C
 
労

災
補

償
金

等
の

無
申

告

D
 
任
意
保

険
金
等
の

無
申
告

E
 
各
種
年

金
及
び
福

祉
各
法
に

基
づ
く
給

付
の

無
申
告

F
 
預
貯
金

等
の
無
申

告

G
 
資
産
収

入
の
無
申

告

H
 
交
通
事

故
の
補
償

に
係
る
収

入
の

無
申
告

I
 
そ
の
他

J
 
住
宅
扶

助

K
 
そ
の
他

（
移
送
費

等
）

L
 
重
複
受

給

M
 
世
帯
員

の
増
減
、

転
居
、
無

届

N
 
そ
の
他

高
齢

者
世

帯
1
8
6

2
5

1
1
9

6
0
9

2
4

2
0

1
3

4
1

1
7

6
1

6
1
4

9
8
2

母
子

世
帯

5
1
9

8
9

5
1
2

3
2

1
2

6
7

3
2

6
7

0
7

5
7
3
9

障
害

者
世

帯
1
2
5

1
4

4
1
0

1
1
1

5
7

7
2
4

5
1

1
4

3
3
2
1

傷
病

者
世

帯
4
1
5

5
3

1
0

2
9

2
4
5

2
7

1
6

2
0

4
4

2
8

7
3

1
5

1
0

9
2
2

そ
の

他
世

帯
7
0
7

1
2
6

1
2

2
9

2
4
5

4
3

2
3

1
7

6
4

4
1

1
6

3
3
0

1
9

1
,
3
7
5

計
1
,
9
5
2

3
0
7

3
2

9
9

1
,
2
4
2

1
1
1

7
2

6
4

2
0
5

9
7

3
7

8
6
2

5
1

4
,
3
3
9

高
齢

者
世

帯
3
0
3

3
6

7
2
7

6
4
2

3
1

2
8

2
2

9
8

1
6

5
1

7
1
4

1
,
2
3
7

母
子

世
帯

5
6
7

1
4
3

8
6

3
0

7
5

6
4
8

9
1
0

0
8

1
4

8
6
1

障
害

者
世

帯
1
7
3

3
4

6
1
4

1
3
8

2
1
5

1
0

3
6

7
6

0
4

3
4
4
8

傷
病

者
世

帯
4
8
8

6
8

1
1

3
6

2
8
8

1
6

2
1

2
4

8
0

1
7

1
0

0
1
1

1
3

1
,
0
8
3

そ
の

他
世

帯
1
,
0
8
2

2
5
5

2
9

3
3

2
9
3

3
0

2
7

2
4

1
3
3

4
6

1
9

3
2
2

2
7

2
,
0
2
3

計
2
,
6
1
3

5
3
6

6
1

1
1
6

1
,
3
9
1

8
6

9
6

8
6

3
9
5

9
5

5
0

4
5
2

7
1

5
,
6
5
2

高
齢

者
世

帯
3
2
5

4
8

3
4
2

5
7
9

3
5

2
2

2
4

1
3
1

2
5

7
2

7
1
4

1
,
2
6
4

母
子

世
帯

6
8
7

1
8
5

2
1
6

3
5

1
0

1
0

1
0

5
0

1
1

1
3

0
1
2

9
1
,
0
5
0

障
害

者
世

帯
1
9
5

3
3

3
2
0

1
5
0

1
2

9
1
7

5
0

1
0

7
1

7
7

5
2
1

傷
病

者
世

帯
6
1
3

9
2

1
7

3
3

3
0
3

1
0

1
8

3
4

1
0
1

1
6

1
0

2
2
0

1
8

1
,
2
8
7

そ
の

他
世

帯
1
,
4
3
4

3
6
4

2
2

3
6

3
2
9

3
0

3
0

3
5

1
6
5

3
7

3
0

4
2
2

2
3

2
,
5
6
1

計
3
,
2
5
4

7
2
2

4
7

1
4
7

1
,
3
9
6

9
7

8
9

1
2
0

4
9
7

9
9

6
7

9
6
8

7
1

6
,
6
8
3

（
注

）
１

監
査

実
施
結

果
報

告
書

に
基

づ
き

、
不

正
の

内
容
等
が
不
明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。

２
各

年
度

各
世

帯
類

型
で

最
も

件
数

の
多

い
不

正
の
内
容
を
網
掛
け
し
た
。

表
２

－
(
1
)
－

エ
－

⑨
－

ⅰ
ク

ロ
ス

分
析

（
世

帯
類

型
×

不
正

の
内

容
）

の
件

数

 
 
平
成

2
4
年

度
に

お
け

る
世

帯
類

型
ご

と
の

不
正

の
内

容
別
不
正
受
給
件
数
に
つ
い
て
み
る
と
、
世
帯
主
が
就
労
指
導
の
対
象
と
な

ら
な
い
と
み
ら
れ
る
高
齢
者
世
帯
、
障
害
者
世
帯
、
傷
病
者
世
帯

に
つ
い

て
も

、
不

正
の

内
容

に
「

稼
働

収
入

の
無

申
告

」
が
あ
り
、
高
齢
者
世
帯
で
3
2
5
件
（
同
世
帯
で
の
不
正
受
給
1
,
2
6
4
件
の
2
5
.
7
％
）
、
障
害
者
世
帯
で
1
9
5
件
（
同
5
2
1
件
の
3
7
.
4
％
）
、
傷
病

者
世
帯

で
6
1
3
件

（
同
1
,
2
8
7
件

の
4
7
.
6
％

、
）

あ
り

、
そ

の
件
数
は
2
2
年
度
か
ら
2
4
年
度
ま
で
の
間
に
、
そ
れ
ぞ
れ
1
.
7
倍
、
1
.
6
倍

、
1
.
5
倍
に
増
加
し
て
い
る
。

平 成 2
2

年 度 2
3

年 度

区
分

稼
働

収
入

関
係

稼
働
収
入
以
外
の
収
入
関
係

扶
助
費
の
不
正

そ
の
他

計

2
4

年 度
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表
２
－

(
1
)
－

エ
－

⑨
－

ⅱ
ク

ロ
ス

分
析

（
世

帯
類

型
×
不
正
の
内
容
）
の
割
合
（
各
年
度
の
不
正
受
給
件
数
を
1
0
0
％
）

（
単
位
：
％
）

A
 
稼

働
収

入
の

無
申

告

B
 
稼

働
収

入
の

過
少

申
告

C
 
労

災
補

償
金

等
の

無
申

告

D
 
任
意
保

険
金
等
の

無
申
告

E
 
各
種
年

金
及
び
福

祉
各
法
に

基
づ
く
給

付
の

無
申
告

F
 
預
貯
金

等
の
無
申

告

G
 
資
産
収

入
の
無
申

告

H
 
交
通
事

故
の
補
償

に
係
る
収

入
の

無
申
告

I
 
そ
の
他

J
 
住
宅
扶

助

K
 
そ
の
他

（
移
送
費

等
）

L
 
重
複
受

給

M
 
世
帯
員

の
増
減
、

転
居
、
無

届

N
 
そ
の
他

高
齢

者
世

帯
4
.
3
%

0
.
6
%

0
.
0
%

0
.
4
%

1
4
.
0
%

0
.
6
%

0
.
5
%

0
.
3
%

0
.
9
%

0
.
4
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
3
%

2
2
.
6
%

母
子

世
帯

1
2
.
0
%

2
.
1
%

0
.
1
%

0
.
3
%

0
.
7
%

0
.
3
%

0
.
1
%

0
.
2
%

0
.
7
%

0
.
1
%

0
.
2
%

0
.
0
%

0
.
2
%

0
.
1
%

1
7
.
0
%

障
害

者
世

帯
2
.
9
%

0
.
3
%

0
.
1
%

0
.
2
%

2
.
6
%

0
.
1
%

0
.
2
%

0
.
2
%

0
.
6
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
1
%

7
.
4
%

傷
病

者
世

帯
9
.
6
%

1
.
2
%

0
.
2
%

0
.
7
%

5
.
6
%

0
.
6
%

0
.
4
%

0
.
5
%

1
.
0
%

0
.
6
%

0
.
2
%

0
.
1
%

0
.
3
%

0
.
2
%

2
1
.
2
%

そ
の

他
世

帯
1
6
.
3
%

2
.
9
%

0
.
3
%

0
.
7
%

5
.
6
%

1
.
0
%

0
.
5
%

0
.
4
%

1
.
5
%

0
.
9
%

0
.
4
%

0
.
1
%

0
.
7
%

0
.
4
%

3
1
.
7
%

計
4
5
.
0
%

7
.
1
%

0
.
7
%

2
.
3
%

2
8
.
6
%

2
.
6
%

1
.
7
%

1
.
5
%

4
.
7
%

2
.
2
%

0
.
9
%

0
.
2
%

1
.
4
%

1
.
2
%

1
0
0
.
0
%

高
齢

者
世

帯
5
.
4
%

0
.
6
%

0
.
1
%

0
.
5
%

1
1
.
4
%

0
.
5
%

0
.
5
%

0
.
4
%

1
.
7
%

0
.
3
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
2
%

2
1
.
9
%

母
子

世
帯

1
0
.
0
%

2
.
5
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
5
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
8
%

0
.
2
%

0
.
2
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
2
%

1
5
.
2
%

障
害

者
世

帯
3
.
1
%

0
.
6
%

0
.
1
%

0
.
2
%

2
.
4
%

0
.
0
%

0
.
3
%

0
.
2
%

0
.
6
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
1
%

7
.
9
%

傷
病

者
世

帯
8
.
6
%

1
.
2
%

0
.
2
%

0
.
6
%

5
.
1
%

0
.
3
%

0
.
4
%

0
.
4
%

1
.
4
%

0
.
3
%

0
.
2
%

0
.
0
%

0
.
2
%

0
.
2
%

1
9
.
2
%

そ
の

他
世

帯
1
9
.
1
%

4
.
5
%

0
.
5
%

0
.
6
%

5
.
2
%

0
.
5
%

0
.
5
%

0
.
4
%

2
.
4
%

0
.
8
%

0
.
3
%

0
.
1
%

0
.
4
%

0
.
5
%

3
5
.
8
%

計
4
6
.
2
%

9
.
5
%

1
.
1
%

2
.
1
%

2
4
.
6
%

1
.
5
%

1
.
7
%

1
.
5
%

7
.
0
%

1
.
7
%

0
.
9
%

0
.
1
%

0
.
9
%

1
.
3
%

1
0
0
.
0
%

高
齢

者
世

帯
4
.
9
%

0
.
7
%

0
.
0
%

0
.
6
%

8
.
7
%

0
.
5
%

0
.
3
%

0
.
4
%

2
.
0
%

0
.
4
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
2
%

1
8
.
9
%

母
子

世
帯

1
0
.
3
%

2
.
8
%

0
.
0
%

0
.
2
%

0
.
5
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
7
%

0
.
2
%

0
.
2
%

0
.
0
%

0
.
2
%

0
.
1
%

1
5
.
7
%

障
害

者
世

帯
2
.
9
%

0
.
5
%

0
.
0
%

0
.
3
%

2
.
2
%

0
.
2
%

0
.
1
%

0
.
3
%

0
.
7
%

0
.
1
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
1
%

0
.
1
%

7
.
8
%

傷
病

者
世

帯
9
.
2
%

1
.
4
%

0
.
3
%

0
.
5
%

4
.
5
%

0
.
1
%

0
.
3
%

0
.
5
%

1
.
5
%

0
.
2
%

0
.
1
%

0
.
0
%

0
.
3
%

0
.
3
%

1
9
.
3
%

そ
の

他
世

帯
2
1
.
5
%

5
.
4
%

0
.
3
%

0
.
5
%

4
.
9
%

0
.
4
%

0
.
4
%

0
.
5
%

2
.
5
%

0
.
6
%

0
.
4
%

0
.
1
%

0
.
3
%

0
.
3
%

3
8
.
3
%

計
4
8
.
7
%

1
0
.
8
%

0
.
7
%

2
.
2
%

2
0
.
9
%

1
.
5
%

1
.
3
%

1
.
8
%

7
.
4
%

1
.
5
%

1
.
0
%

0
.
1
%

1
.
0
%

1
.
1
%

1
0
0
.
0
%

（
注

）
１

監
査

実
施
結

果
報

告
書

に
基

づ
き

、
不

正
の

内
容
等
が
不
明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。

２
割

合
は

小
数

点
第

２
位

を
四

捨
五

入
し

て
い

る
た
め
、
計
が
1
0
0
に
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。

区
分

平 成 2
2

年 度 2
3

年 度 2
4

年 度

稼
働

収
入

関
係

稼
働
収
入
以
外
の
収
入
関
係

扶
助
費
の
不
正

そ
の
他

計

57



表
２
－

(
1
)
－

エ
－

⑨
－

ⅲ
ク

ロ
ス

分
析

（
世

帯
類

型
×
不
正
の
内
容
）
の
割
合
（
各
年
度
の
各
世
帯
類
型
の
計
を
1
0
0
％
）

（
単
位
：
％
）

A
 
稼

働
収

入
の

無
申

告

B
 
稼

働
収

入
の

過
少

申
告

C
 
労

災
補

償
金

等
の

無
申

告

D
 
任
意
保

険
金
等
の

無
申
告

E
 
各
種
年

金
及
び
福

祉
各
法
に

基
づ
く
給

付
の

無
申
告

F
 
預
貯
金

等
の
無
申

告

G
 
資
産
収

入
の
無
申

告

H
 
交
通
事

故
の
補
償

に
係
る
収

入
の

無
申
告

I
 
そ
の
他

J
 
住
宅
扶

助

K
 
そ
の
他

（
移
送
費

等
）

L
 
重
複
受

給

M
 
世
帯
員

の
増
減
、

転
居
、
無

届

N
 
そ
の
他

高
齢

者
世

帯
1
8
.
9
%

2
.
5
%

0
.
1
%

1
.
9
%

6
2
.
0
%

2
.
4
%

2
.
0
%

1
.
3
%

4
.
2
%

1
.
7
%

0
.
6
%

0
.
1
%

0
.
6
%

1
.
4
%

1
0
0
.
0
%

母
子

世
帯

7
0
.
2
%

1
2
.
0
%

0
.
7
%

1
.
6
%

4
.
3
%

1
.
6
%

0
.
8
%

0
.
9
%

4
.
3
%

0
.
8
%

0
.
9
%

0
.
0
%

0
.
9
%

0
.
7
%

1
0
0
.
0
%

障
害

者
世

帯
3
8
.
9
%

4
.
4
%

1
.
2
%

3
.
1
%

3
4
.
6
%

1
.
6
%

2
.
2
%

2
.
2
%

7
.
5
%

1
.
6
%

0
.
3
%

0
.
3
%

1
.
2
%

0
.
9
%

1
0
0
.
0
%

傷
病

者
世

帯
4
5
.
0
%

5
.
7
%

1
.
1
%

3
.
1
%

2
6
.
6
%

2
.
9
%

1
.
7
%

2
.
2
%

4
.
8
%

3
.
0
%

0
.
8
%

0
.
3
%

1
.
6
%

1
.
1
%

1
0
0
.
0
%

そ
の

他
世

帯
5
1
.
4
%

9
.
2
%

0
.
9
%

2
.
1
%

1
7
.
8
%

3
.
1
%

1
.
7
%

1
.
2
%

4
.
7
%

3
.
0
%

1
.
2
%

0
.
2
%

2
.
2
%

1
.
4
%

1
0
0
.
0
%

計
4
5
.
0
%

7
.
1
%

0
.
7
%

2
.
3
%

2
8
.
6
%

2
.
6
%

1
.
7
%

1
.
5
%

4
.
7
%

2
.
2
%

0
.
9
%

0
.
2
%

1
.
4
%

1
.
2
%

1
0
0
.
0
%

高
齢

者
世

帯
2
4
.
5
%

2
.
9
%

0
.
6
%

2
.
2
%

5
1
.
9
%

2
.
5
%

2
.
3
%

1
.
8
%

7
.
9
%

1
.
3
%

0
.
4
%

0
.
1
%

0
.
6
%

1
.
1
%

1
0
0
.
0
%

母
子

世
帯

6
5
.
9
%

1
6
.
6
%

0
.
9
%

0
.
7
%

3
.
5
%

0
.
8
%

0
.
6
%

0
.
7
%

5
.
6
%

1
.
0
%

1
.
2
%

0
.
0
%

0
.
9
%

1
.
6
%

1
0
0
.
0
%

障
害

者
世

帯
3
8
.
6
%

7
.
6
%

1
.
3
%

3
.
1
%

3
0
.
8
%

0
.
4
%

3
.
3
%

2
.
2
%

8
.
0
%

1
.
6
%

1
.
3
%

0
.
0
%

0
.
9
%

0
.
7
%

1
0
0
.
0
%

傷
病

者
世

帯
4
5
.
1
%

6
.
3
%

1
.
0
%

3
.
3
%

2
6
.
6
%

1
.
5
%

1
.
9
%

2
.
2
%

7
.
4
%

1
.
6
%

0
.
9
%

0
.
0
%

1
.
0
%

1
.
2
%

1
0
0
.
0
%

そ
の

他
世

帯
5
3
.
5
%

1
2
.
6
%

1
.
4
%

1
.
6
%

1
4
.
5
%

1
.
5
%

1
.
3
%

1
.
2
%

6
.
6
%

2
.
3
%

0
.
9
%

0
.
1
%

1
.
1
%

1
.
3
%

1
0
0
.
0
%

計
4
6
.
2
%

9
.
5
%

1
.
1
%

2
.
1
%

2
4
.
6
%

1
.
5
%

1
.
7
%

1
.
5
%

7
.
0
%

1
.
7
%

0
.
9
%

0
.
1
%

0
.
9
%

1
.
3
%

1
0
0
.
0
%

高
齢

者
世

帯
2
5
.
7
%

3
.
8
%

0
.
2
%

3
.
3
%

4
5
.
8
%

2
.
8
%

1
.
7
%

1
.
9
%

1
0
.
4
%

2
.
0
%

0
.
6
%

0
.
2
%

0
.
6
%

1
.
1
%

1
0
0
.
0
%

母
子

世
帯

6
5
.
4
%

1
7
.
6
%

0
.
2
%

1
.
5
%

3
.
3
%

1
.
0
%

1
.
0
%

1
.
0
%

4
.
8
%

1
.
0
%

1
.
2
%

0
.
0
%

1
.
1
%

0
.
9
%

1
0
0
.
0
%

障
害

者
世

帯
3
7
.
4
%

6
.
3
%

0
.
6
%

3
.
8
%

2
8
.
8
%

2
.
3
%

1
.
7
%

3
.
3
%

9
.
6
%

1
.
9
%

1
.
3
%

0
.
2
%

1
.
3
%

1
.
3
%

1
0
0
.
0
%

傷
病

者
世

帯
4
7
.
6
%

7
.
1
%

1
.
3
%

2
.
6
%

2
3
.
5
%

0
.
8
%

1
.
4
%

2
.
6
%

7
.
8
%

1
.
2
%

0
.
8
%

0
.
2
%

1
.
6
%

1
.
4
%

1
0
0
.
0
%

そ
の

他
世

帯
5
6
.
0
%

1
4
.
2
%

0
.
9
%

1
.
4
%

1
2
.
8
%

1
.
2
%

1
.
2
%

1
.
4
%

6
.
4
%

1
.
4
%

1
.
2
%

0
.
2
%

0
.
9
%

0
.
9
%

1
0
0
.
0
%

計
4
8
.
7
%

1
0
.
8
%

0
.
7
%

2
.
2
%

2
0
.
9
%

1
.
5
%

1
.
3
%

1
.
8
%

7
.
4
%

1
.
5
%

1
.
0
%

0
.
1
%

1
.
0
%

1
.
1
%

1
0
0
.
0
%

（
注

）
１

監
査

実
施
結

果
報

告
書

に
基

づ
き

、
不

正
の

内
容
等
が
不
明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。

２
割

合
は

小
数

点
第

２
位

を
四

捨
五

入
し

て
い

る
た
め
、
計
が
1
0
0
に
な
ら
な
い
場
合
が
あ
る
。

平 成 2
2

年 度 2
3

年 度 2
4

年 度

区
分

稼
働

収
入

関
係

稼
働
収
入
以
外
の
収
入
関
係

扶
助
費
の
不
正

そ
の
他

計

58



表
２
－

(
1
)
－

エ
－

⑨
－

ⅳ
ク

ロ
ス

分
析

（
世

帯
類

型
×
不
正
の
内
容
）
の
指
数

（
単
位
：
件
）

A
 
稼

働
収

入
の

無
申

告

B
 
稼

働
収

入
の

過
少

申
告

C
 
労

災
補

償
金

等
の

無
申

告

D
 
任
意
保

険
金
等
の

無
申
告

E
 
各
種
年

金
及
び
福

祉
各
法
に

基
づ
く
給

付
の

無
申
告

F
 
預
貯
金

等
の
無
申

告

G
 
資
産
収

入
の
無
申

告

H
 
交
通
事

故
の
補
償

に
係
る
収

入
の

無
申
告

I
 
そ
の
他

J
 
住
宅
扶

助

K
 
そ
の
他

（
移
送
費

等
）

L
 
重
複
受

給

M
 
世
帯
員

の
増
減
、

転
居
、
無

届

N
 
そ
の
他

高
齢

者
世

帯
1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

母
子

世
帯

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

－
1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

障
害

者
世

帯
1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

傷
病

者
世

帯
1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

そ
の

他
世

帯
1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

計
1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

高
齢

者
世

帯
1
6
2
.
9

1
4
4
.
0

7
0
0
.
0

1
4
2
.
1

1
0
5
.
4

1
2
9
.
2

1
4
0
.
0

1
6
9
.
2

2
3
9
.
0

9
4
.
1

8
3
.
3

1
0
0
.
0

1
1
6
.
7

1
0
0
.
0

1
2
6
.
0

母
子

世
帯

1
0
9
.
2

1
6
0
.
7

1
6
0
.
0

5
0
.
0

9
3
.
8

5
8
.
3

8
3
.
3

8
5
.
7

1
5
0
.
0

1
5
0
.
0

1
4
2
.
9

－
1
1
4
.
3

2
8
0
.
0

1
1
6
.
5

障
害

者
世

帯
1
3
8
.
4

2
4
2
.
9

1
5
0
.
0

1
4
0
.
0

1
2
4
.
3

4
0
.
0

2
1
4
.
3

1
4
2
.
9

1
5
0
.
0

1
4
0
.
0

6
0
0
.
0

0
.
0

1
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
3
9
.
6

傷
病

者
世

帯
1
1
7
.
6

1
2
8
.
3

1
1
0
.
0

1
2
4
.
1

1
1
7
.
6

5
9
.
3

1
3
1
.
3

1
2
0
.
0

1
8
1
.
8

6
0
.
7

1
4
2
.
9

0
.
0

7
3
.
3

1
3
0
.
0

1
1
7
.
5

そ
の

他
世

帯
1
5
3
.
0

2
0
2
.
4

2
4
1
.
7

1
1
3
.
8

1
1
9
.
6

6
9
.
8

1
1
7
.
4

1
4
1
.
2

2
0
7
.
8

1
1
2
.
2

1
1
8
.
8

1
0
0
.
0

7
3
.
3

1
4
2
.
1

1
4
7
.
1

計
1
3
3
.
9

1
7
4
.
6

1
9
0
.
6

1
1
7
.
2

1
1
2
.
0

7
7
.
5

1
3
3
.
3

1
3
4
.
4

1
9
2
.
7

9
7
.
9

1
3
5
.
1

5
0
.
0

8
3
.
9

1
3
9
.
2

1
3
0
.
3

高
齢

者
世

帯
1
7
4
.
7

1
9
2
.
0

3
0
0
.
0

2
2
1
.
1

9
5
.
1

1
4
5
.
8

1
1
0
.
0

1
8
4
.
6

3
1
9
.
5

1
4
7
.
1

1
1
6
.
7

2
0
0
.
0

1
1
6
.
7

1
0
0
.
0

1
2
8
.
7

母
子

世
帯

1
3
2
.
4

2
0
7
.
9

4
0
.
0

1
3
3
.
3

1
0
9
.
4

8
3
.
3

1
6
6
.
7

1
4
2
.
9

1
5
6
.
3

1
8
3
.
3

1
8
5
.
7

－
1
7
1
.
4

1
8
0
.
0

1
4
2
.
1

障
害

者
世

帯
1
5
6
.
0

2
3
5
.
7

7
5
.
0

2
0
0
.
0

1
3
5
.
1

2
4
0
.
0

1
2
8
.
6

2
4
2
.
9

2
0
8
.
3

2
0
0
.
0

7
0
0
.
0

1
0
0
.
0

1
7
5
.
0

2
3
3
.
3

1
6
2
.
3

傷
病

者
世

帯
1
4
7
.
7

1
7
3
.
6

1
7
0
.
0

1
1
3
.
8

1
2
3
.
7

3
7
.
0

1
1
2
.
5

1
7
0
.
0

2
2
9
.
5

5
7
.
1

1
4
2
.
9

6
6
.
7

1
3
3
.
3

1
8
0
.
0

1
3
9
.
6

そ
の

他
世

帯
2
0
2
.
8

2
8
8
.
9

1
8
3
.
3

1
2
4
.
1

1
3
4
.
3

6
9
.
8

1
3
0
.
4

2
0
5
.
9

2
5
7
.
8

9
0
.
2

1
8
7
.
5

1
3
3
.
3

7
3
.
3

1
2
1
.
1

1
8
6
.
3

計
1
6
6
.
7

2
3
5
.
2

1
4
6
.
9

1
4
8
.
5

1
1
2
.
4

8
7
.
4

1
2
3
.
6

1
8
7
.
5

2
4
2
.
4

1
0
2
.
1

1
8
1
.
1

1
1
2
.
5

1
0
9
.
7

1
3
9
.
2

1
5
4
.
0

（
注

）
１

生
活

保
護
法

施
行

事
務

監
査

の
実

施
結

果
報

告
に
基
づ
き
、
不
正
の
内
容
等
が
不
明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し

た
。

２
平

成
2
2
年

度
か

ら
の

増
加

率
が

全
体

の
増

加
率
よ
り
も
低
い
箇
所
を
網
掛
け
し
た
。

３
「

－
」

は
ゼ

ロ
除

算
に

よ
る

エ
ラ

ー
を

示
す

。

稼
働

収
入

関
係

稼
働
収
入
以
外
の
収
入
関
係

扶
助
費
の
不
正

そ
の
他

計
区

分

平 成 2
2

年 度 2
3

年 度 2
4

年 度
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被
保

護
者

数
不

正
受

給
件

数
割

合
被

保
護

者
数

不
正

受
給

件
数

割
合

被
保

護
者

数
不

正
受

給
件

数
割

合
2
0
歳

未
満

4
5
,
4
5
1

4
1
5

0
.
9
%

4
8
,
6
8
6

4
8
3

1
.
0
%

5
4
,
4
2
1

6
7
7

1
.
2
%

2
0
歳

以
上

3
0
歳

未
満

8
,
8
8
3

2
4
0

2
.
7
%

1
0
,
0
6
2

2
8
4

2
.
8
%

1
1
,
5
0
2

3
4
1

3
.
0
%

3
0
歳

以
上

4
0
歳

未
満

2
1
,
0
1
0

4
3
4

2
.
1
%

2
2
,
4
8
9

5
4
0

2
.
4
%

2
4
,
5
1
3

6
7
5

2
.
8
%

4
0
歳

以
上

5
0
歳

未
満

3
0
,
9
9
3

7
3
5

2
.
4
%

3
5
,
1
2
9

1
,
0
5
5

3
.
0
%

4
1
,
2
8
3

1
,
1
5
7

2
.
8
%

5
0
歳

以
上

6
0
歳

未
満

4
4
,
8
6
2

6
0
7

1
.
4
%

4
6
,
5
7
1

8
3
5

1
.
8
%

5
2
,
7
0
7

1
,
0
4
3

2
.
0
%

6
0
歳

以
上

7
0
歳

未
満

7
4
,
6
1
3

1
,
1
7
0

1
.
6
%

8
0
,
7
5
0

1
,
5
5
2

1
.
9
%

9
2
,
8
0
3

1
,
7
9
2

1
.
9
%

7
0
歳

以
上

8
0
歳

未
満

6
1
,
7
4
6

5
6
2

0
.
9
%

6
6
,
7
5
4

6
4
8

1
.
0
%

7
9
,
3
8
5

6
0
4

0
.
8
%

8
0
歳

以
上

2
7
,
4
8
1

1
5
6

0
.
6
%

2
9
,
8
3
3

1
7
9

0
.
6
%

3
7
,
8
0
0

1
7
7

0
.
5
%

計
3
1
5
,
0
3
9

4
,
3
1
9

1
.
4
%

3
4
0
,
2
7
4

5
,
5
7
6

1
.
6
%

3
9
4
,
4
1
4

6
,
4
6
6

1
.
6
%

平
成

2
4
年

度
の

不
正

受
給

件
数

（
6
,
6
9
3
件

の
う

ち
、

不
正

受
給

者
の

年
齢

等
が

不
明

な
も

の
を

除
く

6
,
4
6
6
件

）
に

お
け

る
年

齢
階

層
別

の
不

正
事

案
の

発
生

率
（

被
保

護
者

数
（

注
）
に

占
め

る
不

正
受

給
件

数
の

割
合

）
は

、
「

2
0
歳

以
上

3
0
歳

未
満

」
が

3
.
0
％

（
１

万
1
,
5
0
2
人

で
3
4
1
件

）
、

「
4
0
歳

以
上

5
0
歳

未
満

」
が

2
.
8
％

（
４

万
1
,
2
8
3
人

で
1
,
1
5
7
件

）
及

び
「

3
0
歳

以
上

4
0
歳

未
満

」
が

2
.
8
％

（
２

万
4
,
5
1
3
人

で
6
7
5
件

）
等

で
あ

る
一

方
、

「
8
0
歳

以
上

」
が

0
.
5
％

（
３

万
7
,
8
0
0
人

で
1
7
7
件

）
と

年
齢

階
層

に
よ

る
一

定
の

差
が

み
ら

れ
た

。
ま

た
、

こ
の

発
生

率
の

推
移

を
平

成
2
2
年

度
か

ら
2
4
年

度
ま

で
の

間
に

つ
い

て
み

る
と

、
「

3
0
歳

以
上

4
0
歳

未
満

」
は

0
.
7
ポ

イ
ン

ト
増

加
し

、
次

い
で

「
5
0
歳

以
上

6
0
歳

未
満

」
が

0
.
6
ポ

イ
ン

ト
増

加
し

て
い

る
一

方
、

「
7
0
歳

以
上

8
0
歳

未
満

」
及

び
「

8
0
歳

以
上

」
は

0
.
1
ポ

イ
ン

ト
減

少
し

て
い

る
。

（
注

）
被

保
護

者
数

は
被

保
護

者
調

査
等

か
ら

デ
ー

タ
が

把
握

で
き

た
福

祉
事

務
所

に
つ

い
て

記
載

し
た

。

表
２
－
(1
)－

エ
－
⑩

年
齢

階
層

別
被

保
護

者
数

に
占
め
る
不

正
受

給
件

数
の

推
移

所
、

2
4
年

度
は

9
7
事

務
所

）
に

つ
い

て
作

成
し

た
。

２
不

正
受

給
件

数
に

つ
い

て
は

、
監

査
実

施
結

果
報

告
書

に
基

づ
き

、
不

正
受

給
者

の
年

齢
等

が
不

明
な

も
の

を
除

き
、

当
省

が
作

成
し

た
。

（
注

）
１

被
保

護
者

調
査

（
平

成
2
3
年

度
以

前
は

被
保

護
者

全
国

一
斉

調
査

）
に

よ
る

。
な

お
、

同
資

料
か

ら
デ

ー
タ

が
把

握
で

き
た

福
祉

事
務

所
（

平
成

2
2
年

度
は

9
0
事

務
所

、
2
3
年

度
は

9
2
事

務

区
分

平
成

2
2
年

度
2
3
年

度
2
4
年

度
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A
 
稼
働
収

入
の
無
申

告

B
 
稼
働
収

入
の
過
少

申
告

C
 
労
災
補

償
金
等
の

無
申
告

D
 
任
意
保

険
金
等
の

無
申
告

E
 
各
種
年

金
及
び
福

祉
各
法
に

基
づ
く
給

付
の

無
申
告

F
 
預
貯
金

等
の
無
申

告

G
 
資
産
収

入
の
無
申

告

H
 
交
通
事

故
の
補
償

に
係
る
収

入
の

無
申
告

I
 
そ
の
他

J
 
住
宅
扶

助

K
 
そ
の
他

（
移
送
費

等
）

L
 
重
複
受

給

M
 
世
帯
員

の
増
減
、

転
居
、
無

届

N
 
そ
の
他

2
0
歳

未
満

3
6
2

2
6

0
1

3
1

1
1

3
3

9
0

2
3

4
1
5

2
0
歳

以
上

3
0
歳

未
満

1
6
7

2
4

1
3

1
2

5
4

2
1
3

5
0

0
1

3
2
4
0

3
0
歳

以
上

4
0
歳

未
満

2
5
4

5
5

7
9

2
1

1
3

2
3

2
9

1
1

9
3

1
0

8
4
3
4

4
0
歳

以
上

5
0
歳

未
満

4
1
4

8
3

9
2
1

4
9

2
3

1
2

1
7

4
8

2
5

7
2

1
6

9
7
3
5

5
0
歳

以
上

6
0
歳

未
満

3
4
5

6
4

9
2
4

4
7

1
8

1
6

1
4

3
1

1
5

2
1

1
6

5
6
0
7

6
0
歳

以
上

7
0
歳

未
満

2
8
5

6
3

5
2
8

6
2
0

3
1

1
6

1
7

5
1

2
0

8
1

1
5

1
0

1
,
1
7
0

7
0
歳

以
上

8
0
歳

未
満

1
0
6

1
0

1
9

3
5
2

1
5

1
4

5
2
8

6
2

1
2

1
1

5
6
2

8
0
歳

以
上

7
1

0
6

1
1
8

4
5

4
6

4
0

0
0

1
1
5
6

計
1
,
9
4
0

3
2
6

3
2

1
0
1

1
,
2
2
2

1
1
0

7
0

6
3

2
0
9

8
9

3
7

8
6
2

5
0

4
,
3
1
9

2
0
歳

未
満

4
0
4

5
1

1
1

3
3

1
2

3
0

1
0

0
1

3
4
8
3

2
0
歳

以
上

3
0
歳

未
満

1
7
8

2
6

5
0

1
7

4
2

0
2
5

8
6

2
7

4
2
8
4

3
0
歳

以
上

4
0
歳

未
満

2
9
9

6
9

1
2

1
2

2
7

8
9

6
5
3

1
6

8
0

1
1

1
0

5
4
0

4
0
歳

以
上

5
0
歳

未
満

6
1
7

1
6
1

1
8

2
0

5
1

1
4

1
2

1
7

8
2

2
1

1
0

1
1
2

1
9

1
,
0
5
5

5
0
歳

以
上

6
0
歳

未
満

4
4
5

1
1
8

9
2
8

8
1

1
3

1
9

1
9

6
4

1
7

7
0

8
7

8
3
5

6
0
歳

以
上

7
0
歳

未
満

4
3
3

9
0

1
4

3
3

7
5
8

2
0

3
2

2
2

9
9

1
7

7
1

7
1
9

1
,
5
5
2

7
0
歳

以
上

8
0
歳

未
満

1
6
8

1
8

0
1
8

3
2
0

1
8

1
4

1
3

5
7

1
1

2
0

3
6

6
4
8

8
0
歳

以
上

2
0

3
1

4
1
1
6

7
7

2
1
5

2
0

0
1

1
1
7
9

計
2
,
5
6
4

5
3
6

6
0

1
1
6

1
,
3
7
3

8
7

9
6

8
1

3
9
8

9
2

5
0

4
5
0

6
9

5
,
5
7
6

2
0
歳

未
満

5
8
7

5
9

0
0

5
0

1
1

7
0

7
0

7
3

6
7
7

2
0
歳

以
上

3
0
歳

未
満

2
4
1

4
9

2
2

8
2

1
4

1
3

2
4

0
6

7
3
4
1

3
0
歳

以
上

4
0
歳

未
満

3
6
3

1
2
1

3
1
4

3
2

1
2

8
1
6

6
6

1
3

1
2

2
9

4
6
7
5

4
0
歳

以
上

5
0
歳

未
満

6
7
6

1
8
9

1
1

2
4

5
4

1
7

1
0

1
8

9
7

2
1

1
4

1
1
4

1
1

1
,
1
5
7

5
0
歳

以
上

6
0
歳

未
満

5
7
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施
結
果
報
告
書
に
基
づ
き
、
不
正
の
内
容
等
が
不
明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。

２
一

の
不

正
受
給
事
案
に
複
数
の
不
正
受
給
者
が
い
る
場
合
が
あ
る
こ
と
か
ら
、
上
記
分
類
の
不
正
受
給
事
案
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不
正
受
給

件
数
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上
回
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こ
と
が
あ
る
。

３
各

年
度

各
世
帯
類
型
で
最
も
件
数
の
多
い
不
正
の
内
容
を
網
掛
け
し
た
。
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ス
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（
不

正
受

給
者

の
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×
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数
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齢
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内
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明
な
も
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を
除
き
、
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省
が
作
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た
。
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ス
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7
.
5

1
2
2
.
2

1
5
7
.
4

5
0
歳

以
上

6
0
歳

未
満

1
6
5
.
8

2
3
7
.
5

2
1
1
.
1

1
2
0
.
8

1
3
1
.
9

8
8
.
9

1
4
3
.
8

1
9
2
.
9

2
7
1
.
0

1
5
3
.
3

5
0
0
.
0

2
0
0
.
0

6
2
.
5

2
8
0
.
0

1
7
1
.
8

6
0
歳

以
上

7
0
歳

未
満

1
8
5
.
3

2
1
5
.
9

1
2
0
.
0

1
4
6
.
4

1
3
2
.
1

7
4
.
2

1
3
1
.
3

1
9
4
.
1

2
4
5
.
1

8
0
.
0

1
3
7
.
5

2
0
0
.
0

1
1
3
.
3

1
4
0
.
0

1
5
3
.
2

7
0
歳

以
上

8
0
歳

未
満

1
4
0
.
6

2
2
0
.
0

1
0
0
.
0

3
2
2
.
2

7
1
.
6

1
3
3
.
3

1
1
4
.
3

1
8
0
.
0

2
6
4
.
3

2
8
3
.
3

2
0
0
.
0

1
0
0
.
0

2
5
0
.
0

4
5
.
5

1
0
7
.
5

8
0
歳

以
上

5
2
8
.
6

1
0
0
.
0

-
6
6
.
7

7
2
.
9

1
5
0
.
0

1
0
0
.
0

5
0
.
0

4
0
0
.
0

5
0
.
0

-
-

-
5
0
0
.
0

1
1
3
.
5

計
1
6
2
.
5

2
2
3
.
6

1
3
1
.
3

1
4
1
.
6

1
0
7
.
9

8
7
.
3

1
2
1
.
4

1
7
4
.
6

2
3
4
.
4

1
0
5
.
6

1
7
3
.
0

1
1
2
.
5

1
1
2
.
9

1
2
6
.
0

1
4
9
.
7

（
注
）

１
監

査
実

施
結
果
報
告
書
に
基
づ
き
、
不
正
の
内
容
等
が
不
明
な
も
の
を
除
き
、
当
省
が
作
成
し
た
。

２
平

成
2
2
年
度
か
ら
の
増
加
率
が
全
体
の
増
加
率

よ
り
も
低
い
箇
所
を
網
掛
け
し
た
。

３
「

－
」

は
ゼ
ロ
除
算
に
よ
る
エ
ラ
ー
を
示
す
。

平 成 2
2

年 度 2
3

年 度 2
4

年 度

区
分

稼
働
収
入
関
係

稼
働
収
入
以
外
の
収
入
関
係

扶
助
費
の
不
正

そ
の
他

計
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件
数

割
合

指
数

件
数

割
合

指
数

件
数

割
合

指
数

1
,
1
9
6

2
9
.
2
%

1
0
0
.
0

1
,
8
8
0

3
3
.
9
%

1
5
7
.
2

1
,
9
8
8

2
9
.
7
%

1
6
6
.
2

う
ち

、
保

護
開

始
月
か
ら
不
正
受
給

4
6
7

1
1
.
4
%

1
0
0
.
0

5
8
5

1
0
.
5
%

1
2
5
.
3

6
0
6

9
.
1
%

1
2
9
.
8

4
1
1

1
0
.
0
%

1
0
0
.
0

6
7
0

1
2
.
1
%

1
6
3
.
0

9
7
4

1
4
.
6
%

2
3
7
.
0

2
4
4

6
.
0
%

1
0
0
.
0

3
1
4

5
.
7
%

1
2
8
.
7

5
7
6

8
.
6
%

2
3
6
.
1

2
0
5

5
.
0
%

1
0
0
.
0

2
4
5

4
.
4
%

1
1
9
.
5

3
2
0

4
.
8
%

1
5
6
.
1

1
9
6

4
.
8
%

1
0
0
.
0

2
1
1

3
.
8
%

1
0
7
.
7

2
6
7

4
.
0
%

1
3
6
.
2

1
,
1
0
7

2
7
.
1
%

1
0
0
.
0

1
,
2
8
6

2
3
.
2
%

1
1
6
.
2

1
,
6
5
1

2
4
.
7
%

1
4
9
.
1

7
3
1

1
7
.
9
%

1
0
0
.
0

9
4
6

1
7
.
0
%

1
2
9
.
4

9
1
7

1
3
.
7
%

1
2
5
.
4

4
,
0
9
0

1
0
0
.
0
%

1
0
0
.
0

5
,
5
5
2

1
0
0
.
0
%

1
3
5
.
7

6
,
6
9
3

1
0
0
.
0
%

1
6
3
.
6

表
２
－
(1
)－

エ
－
⑫

保
護
開
始
か
ら
不
正
受
給
期
間
の
始
期
ま
で
の
間
の
推
移

平
成

2
4
年

度
に

お
け
る
不
正
受
給
事
案
（
6
,
6
9
3
件

）
に

つ
い

て
、

保
護

開
始

か
ら

不
正

受
給

期
間

の
始

期
ま

で
の
期
間
別
の
不
正
受
給
件
数
は
、
「
１
年
未
満
」
が
1
,
9
8
8

件
（
6
,
6
9
3
件

の
2
9
.
7
％
）
、
次
い
で
「
１
年
以
上

２
年

未
満

」
が

9
7
4
件

（
同

1
4
.
6
％

）
、

「
２

年
以

上
３

年
未
満
」
が
5
7
6
件
（
同
8
.
6
％
）
と
、
保
護
開
始
か
ら
時
間
が
経

過
す

る
に

つ
れ

発
見
さ
れ
た
不
正
受
給
事
案
が
少
な

く
な

っ
て

い
る

。
ま

た
、

保
護

開
始
か
ら
不
正
受
給
期
間
の
始
期
ま

で
の

期
間

が
「

１
年

未
満

」
の

も
の

（
1
,
9
8
8
件

）
の

う
ち
、
保
護
開
始
時
か
ら
不
正
受
給
の
状
態
で
あ
っ
た
事
案
が
6
0
6

件
（

6
,
6
9
3
件

の
9
.
1
％
）
み
ら
れ
た
。

（
注

）
１

監
査
実
施
結
果
報
告
書
に
基
づ
き
、
当

省
が

作
成

し
た

。
２

指
数

は
、
平
成
2
2
年
度
を
1
0
0
と
し
た

と
き

の
増

減
状

況
を

示
す

。

計

平
成

2
2
年

度
2
3
年
度

2
4
年
度

区
分

1
年
未

満

1
年
以

上
2
年

未
満

2
年
以

上
3
年

未
満

3
年
以

上
4
年

未
満

4
年
以

上
5
年

未
満

5
年
以

上
不

明
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